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1. はじめに

世界経済のグローバル化の進展に伴い，企業の調達・

生産・販売活動も国境を越えて広く展開されており，海

外との貿易が重要性を増している．このため，国際海上

コンテナ輸送が，梱包や荷役などが容易で，確実かつ安

全な輸送ができるという輸送の利便性などにより大きく

進展している．その輸送に関わるコンテナ船の大型化

も進展している．世界では100,000ＤＷＴ級を超える超

大型コンテナ船の就航が進み，対応する超大型のコンテ

ナターミナルの整備が釜山新港，ロッテルダム港等世界

各地で進められている．我が国港湾の国際競争力の強

化を図るためには，これらコンテナ船の大型化の動向

に対応した港湾の整備を行う必要があり，対象船舶の

大型化の動向，ターミナルにおけるコンテナ貨物の荷

役・貨物取扱いの動向等を適切に考慮した国際海上コ

ンテナターミナルの設計を行う必要がある．

一方，我が国の港湾の技術基準解説1)には超大型コン

テナ船による係留施設への作用は明示されていないので，

これら海外でのターミナルの整備状況の代表例を整理す

ることにより，超大型のコンテナターミナルの諸元につ

いて分析し、示す必要がある．

そこで，特に大型化が進行している大水深の国際海

上コンテナターミナルの設計条件に関して，大型コン

テナ船の動向，世界の主要港湾における大型コンテナ

ターミナルの整備や貨物取扱いの動向等の資料収集整

理を行い，設計条件動向のとりまとめを行うことによ

って，わが国の大型コンテナターミナル整備に際して

の設計条件設定の際の基礎資料とするものである．

本分析では，100,000ＤＷＴ級を超える超大型コンテ

ナ船の就航するコンテナターミナルについて，施設の状

況，設計条件等に関する分析を行う．

以下，2章では，船舶の大型化の動向などについて述

べる．

3章では，具体的に６つのコンテナターミナルについ

て分析した結果を述べる．

4章では，大型のコンテナターミナルについて設計に

及ぼす影響について分析した結果を述べる．

5章では，海外において，港湾施設を整備する際に採

用されている設計標準，技術基準等の基準類について比

較検討を行う．

２. 世界のコンテナターミナルとコンテナ船の動
向

2.1 就航動向

コンテナ船の大型化は大きく進展しており，既に約26

0隻の超大型コンテナ船（8,000TEU積み以上）が就航し

ている．今後も，約200隻が建造予定であり，輸送コス

ト削減に向けて，船型のさらなる大型化が進展していく

ことが予想される．現在，就航中又は竣工予定のコンテ

ナ船の最大積載個数は，2010年1月現在14,000TEUであ

る(表 2-1参照)．このような10万DWT超の超大型のコン

テナ船（全長350m超，満載喫水14.7m超，積載可能コ

ンテナ個数7,700TEU超）に対する技術基準の解説に，

標準値は明示されていない．参考としてコンテナ船の主

要諸元が示されているのみである．

表 2-1 コンテナ船の各諸元の最大値

一方，世界の主要な運河や海峡の幅や水深等は，コン

テナ船の船型大型化の制約条件であり，主要運河等の拡

幅，増深等の整備の進展は，世界の大型コンテナ船の建

造動向に大きく影響する．大型コンテナ船の建造動向に

及ぼす影響が大きいと考えられるパナマ運河，スエズ運

河及びマラッカ海峡を通航可能な最大船型は表 2-2に示

すとおりであり，これらが panamax， suezmax，及び

malaccamaxといった船型分類の基準とされている．

特にコンテナ船への影響の大きいパナマ運河について

は，現在，通航容量と通航可能最大船型を増大させるた

め，第三閘門群建設計画が進められている．新閘門は長

さ 427 m，幅 55 m，水深 -18.3 m である．新閘門は現

行の機関車式ではなく，タグボート式である．

2.2 パナマ運河の通行可能性

パナマ運河の拡張工事は2014年竣工予定である．大型

コンテナ船の船型は，既に新パナマックスの影響を強く

受けていて，拡張後には，12,000TEU型以下の船型(幅1

9列，喫水15mが上限)のコンテナ船は同運河を航行可能

となるが，今後も，同運河を通行可能となる超大型船が

多数建造予定である．

積載個数 14,000 TEU
全長 397.7m
幅 56.4m（甲板上22列積み）
深さ 30.2m（船倉内11段積み）
喫水 16.0m
載貨トン数 165,300トン
速力 27.5ノット

竣工の最後 2013年6月
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超大型船の70%（297隻）が通行可能になり（図 2-1

参照)，さらに喫水調整により，86%，367隻が通行可能

となり得る(図 2-2参照)．

2.3 大型コンテナ船の寄港数と岸壁最大水深

超大型船の航路と寄港数は，8,000TEU以上で全世界4

9港239航路，10,000TEU以上で17港16.4航路である．

2008年のコンテナ取扱上位100港への8,000TEU積み以

上の大型コンテナ船の寄航状況を表2-3に示す．寄航デ

ータの整理は2008年8月のMDS Transmodal社のデータベ

ースを使用した．コンテナ取扱上位19位以上の港湾につ

いては，全港に8,000TEU積み以上の大型コンテナ船が

就航している．

大型岸壁の整備状況について，以下に整理する．図 2

-3には，コンテナ取扱上位100港におけるコンテナター

ミナルの岸壁最大水深を示す．また，表 2-4は，これら

の港における大水深岸壁の一覧を示し，最大水深16m以

上の岸壁を有する港を着色した．これらを、大水深岸壁

と大型コンテナ船の寄港状況の関係として表 2-5に示す．

また、水深-16mより深い岸壁を抽出すると、図 2-4に示

すようになり、8,000TEU以上の大型船が寄港しないター

ミナルにも-16m以深の岸壁が見られる．

2.4 世界の主要メガターミナルオペレーターの進出

動向

2008年のコンテナ取扱量上位100港について，世界の

四大ターミナルオペレーターであるHutchison Port

Holdings (HPH)，APM Terminals，PSA International及び

DP Worldの進出状況を整理する．これら各社の世界ラ

ンキングは表 2-6に示すとおりである．なお，四大ター

ミナルオペレーターが2008年に取扱ったコンテナ貨物量

は，世界の総コンテナ貨物量の45.6%に上り，前年より

も0.5％シェアを増大させている．四大オペレーターに

続くオペレーターとしては，COSCO，Evergreen，MSC

などがあるが，持株按分取扱量（運営に関与する各ター

ミナルの取扱貨物量に当該ターミナルにおける持株比率

を乗じた値の総和）で第5位のCOSCOは第4位のDPWの

取扱量の約三分の一である．

上位100港のうち，2008年に四大オペレーターによる

コンテナ取扱があった港湾は58港である．四大ターミナ

ルオペレーターが2008年に取扱ったコンテナ 貨物量は，

世界の総コンテナ貨物量の45.6%に上る．四大ターミナ

ルオペレータは，主に大型船が寄港する港湾に進出が見

られる．

図 2-5に，各港における総コンテナ貨物量に占める各

オペレーターの取扱貨物量（持株按分）の割合を示す．

なお，前述のとおりPSAはHPHの株式の20％を保有し

ているが，図 2-5はこの影響を除外して表示したもので

ある．

表 2-2 主 要 運 河 等 の 通 航 最 大 船 型

（ 単 位 ： ｍ ）

運 河 ・ 海 峡 名 喫 水 幅 全 長 Air draft 備 考

(m) (m) (km) (m)

パ ナ マ 運 河 （ 現 状 ） 12.04 32.31 294.13 57.91

パ ナ マ 運 河 (拡 張 後 ) 15.24 48.77 365.76 57.91

ス エ ズ 運 河 18 . 89～ 49 .98～ 68 船 舶 の 長 軸 方 向 に 直 交 す

12.19 78.18※ る 没 水 断 面 積 の 制 限 あ り

マ ラ ッ カ 海 峡 20 - ﾌ ｨﾘ ｯ ﾌﾟ水 道 (幅 約 600m)
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パ ナ マ 運

河 の 通 行

可 能

図 2-1 コ ン テ ナ 船 の 船 幅 と 竣 工 年 月

パ ナ マ 運 河 の 喫 水

調 整 に よ り 通 行 可

能 性 有 り

パ ナ マ 運 河 の

通 行 可 能

図 2-2 コ ン テ ナ 船 の ド ラ フ ト と 竣 工 年 月
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表 2-3 コ ン テ ナ 取 扱 上 位 100港 へ の 大 型 コ ン テ ナ 船 寄 港 状 況



- 5 -

国総研資料 No.628

※ 最 大 水 深 が 10m以 下 の 港 は グ ラ フ の 表 記 が な い ．

図 2-3 コ ン テ ナ 取 扱 上 位 100港 に お け る コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル の 岸 壁 最 大 水 深 2)（ 単 位 ： m）
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表 2-4 最 大 水 深 16m以 上 の コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル ①
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表 2-4 最 大 水 深 16m以 上 の コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル ②



- 8 -

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平

表 2-5 大 水 深 岸 壁 と 大 型 コ ン テ ナ 船 の 寄 港 数 の 関 係

図 2-4 世 界 の 超 大 型 の コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル

大型コンテナ船
週当たり寄港数

大型コンテナ船
週当たり寄港数

2008年コンテ
ナ取扱ランキ

ング
港名

岸壁最大
水深

8000TEU
以上

10000TEU
以上

2008年コンテ
ナ取扱ランキン

グ
港名

岸壁最大
水深

8000TEU
以上

10000TEU
以上

1シンガポール 16.0 19.3 1.6 23大連 Dalian 16.0 5.5 0.4

2上海 16.0 16.8 27コロンボ 15.0 0.6

3香港 Hong Kong 15.5 19.9 1.8 28バレンシア 16.0 3.4

4 深セン Shenzhen 18 .0 28 .2 2 .2 29横浜 16.0 0.8

5 釜山 18 .0 5 .4 30ジオイアタウロ 15.0 2.1

6 ドバイ 17 .0 2 .3 32ジェッダ 16.5 3.5

7寧波 Ningbo 15.0 14.6 1.1 33 アルヘシラス 17 .5 2 .5 1 .8

8広州 Guangzhou
14.5

3.8 0.7 34
ポートサイド Port 
Said 16.5

1.8

9 ロッテルダム 19 .6 12 .6 1 .6 35フェリックストー 15.0 4.2 0.4

10 青島 17 .5 3 .4 0 .4 36 サラーラ 18 .0 2 .5

11ハンブルク 16.7 11.9 0.7 39名古屋 16.0 0.6

12高雄 Kaohsiung 15.0 6.5 42バルセロナ 16.0 1

13 アントワープ Antwerp 17 .0 5 .4 0 .3 43神戸 16.0 0.6

14天津 Tianjin 16.0 7.2 0.4 44ルアーブル 14.5 4.2

15ポートクラン
15.0

6.1 48
マルサスロック
Marsaxlokk 15.5

0.9

16 ロサンゼルス 16 .8 0 .6 52オークランド 15.2 2.8

17 ロングビーチ 16 .8 3 .2 54 ゼ ブルージュ 16 .0 3 .9

18 タンジュンペラパス 19 .0 4 .7 0 .9 63光陽 Gwangyang 16.0 0.2

19ブレーメン 14.7 2.9 0.9 66サザンプトン 15.0 3.6

22 厦門 Xiamen 17 .0 5 .5 0 .3 84La Spezia 14.5 1

※８０００ＴＥＵを超えるコンテナ船の寄港港湾が４０港。 うち、最大水深が１６ｍ以深が２６港。 最大水深１７ｍ以深のものも、１０港。
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表 2-6 ターミナルオペレーターの世界ランキング（2008年）

一 位 二 位 三 位 四 位

総 取 扱 量 HPH APMT PSA DPW

持 株 按 分 取 扱 量 PSA HPH APMT DPW

タ ー ミ ナ ル 容 量 APMT HPH PSA DPW

(出 典 :Drewry Annual Review of Global Container Terminal Operators 2 0 0 9 を も と に 作 成 )

図 2-5 四 大 オ ペ レ ー タ ー に よ る 世 界 各 港 の 取 り 扱 い シ ェ ア
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３. 世界の主な超大型のコンテナターミナルの

状況

世界の超大型船が寄港するコンテナターミナルとして，

以下の6ターミナルについて，それぞれのターミナルの

設計条件，岸壁構造等を述べる（表 3-1参照）．

①釜山新港コンテナターミナル(-18m)

②ロッテルダム港・ECTユーロマックス・ターミナル

(-16.65m，完成時19.6m)

③アントワープ港・ゲートウェイ・ドゥルガンクドッ

クターミナル(-17m)

④ゼーブルージュ港・ APMターミナルズ（-17.6m，

現在暫定水深-16m）

⑤ロサンゼルス港・ピア400 (-16.8m，-55ft)

⑥ロングビーチ港・ピアT (-16.8m)

表 3-1 各コンテナターミナルの概要

タ ー ミ ナ ル 名 岸 壁 延 長 最 大 水 深 ﾀｰﾐﾅﾙ面 積 年 間 取 扱 量 オ ペ レ ー タ ー

釜 山 新 港 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 1,100m -18.0m 68.8ha n/a 韓 進 海 運

ロ ッ テ ル ダ ム 港 ECT ﾕｰ ﾛ ﾏ ｯ ｸ ｽ ﾀｰ ﾐ ﾅ ﾙ 1,500m -16.65m 84ha n/a ﾕｰ ﾛ ﾏ ｯ ｸ ｽ

ア ン ト ワ ー プ 港 1,650m -17.0m 126ha 109万 TEU ｱ ﾝ ﾄ ﾜ ｰ ﾌ ﾟ ･ ｹ ﾞ ｰ ﾄ

ｹ ﾞ ｰ ﾄｳ ｪ ｲ ･ ﾄ ﾞ ｩﾙ ｶ ﾞ ﾝ ｸ ﾄ ﾞｯ ｸ ･ﾀ ｰ ﾐ ﾅﾙ (2008) ｳｪ ｲ

ゼ ー ブ ル ー ジ ュ 港 1,023m -16.0m 48ha 51万 TEU APM ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ ｽ ﾞ

APM タ ー ミ ナ ル ズ (2008） ｾ ﾞ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ ｰ ｼ ﾞ ｭ

NV

ロ サ ン ゼ ル ス 港 ピ ア 400 2,192m -16.8m 195.9ha n/a APM ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ ｽ ﾞ

APM ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙｽ ﾞ / ﾋ ﾟ ｱ 400 ｺ ﾝﾃ ﾅ ﾀｰ ﾐ ﾅ ﾙ

ロ ン グ ビ ー チ 港 ピ ア T 1,524m -16.8m 155.8ha 190万 TEU ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ･ ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ ｽ ﾞ

ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ･ ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ ｽ ﾞ ･ ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ (TTI) ｺ ﾝ ﾃ (2008) ･ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮﾅ ﾙ

ﾅ ﾀ ｰ ﾐﾅ ﾙ

3.1 釜山新港コンテナターミナル

3.1.1 コンテナターミナルの概要

釜山新港は，釜山北港（28バース）の慢性的な混雑状

態を解消するため，釜山港より西約40kmの位置に計画

され，現在，30バースを整備中である．すべてが稼動す

る2015年には，釜山港全体（釜山北港と釜山新港）の処

理能力が2倍以上になる予定である．釜山新港は，海岸

を浚渫，埋立てを行い，延長約１0km，港湾用地約1,100

万m2のコンテナふ頭を建設するものである．

釜山新港の開発では，防波堤，航路浚渫，浚渫土投棄

場護岸等の施設整備は，韓国政府（海洋水産部，港湾

局）とKCTA（韓国コンテナ埠頭公団:Korea Container

Terminal Authority）が行い，コンテナターミナルの埠頭

・背後地造成は，民間事業者が行うBTO方式が採用され

ており，1995年より整備を開始している．

BTO方式で完成したコンテナターミナル施設は，土地

を含め一旦政府に譲渡され，その後，開発事業者に無償

貸与され，最大50年間の施設運営権が与えられる．釜山

新港開発のBTO事業に伴い，韓国大手重工業，建設会社，

国際ターミナルオペレーター会社，KCTAのジョイント

ベンチャー会社である「釜山新港株式会社（Pusan

Newport Co,Ltd.以下「PNC」）」が設立されている．

釜山新港では，現在10バース(フェーズ1-1が6バース，

フェーズ1-2が3バース，フェーズ2-1が１バース)運営さ

れており，2015年には合計30バースが供用される予定で

ある．

この釜山新港北コンテナ埠頭フェーズ2-1（韓進新港

湾ターミナル）は，バース水深は18m，総延長1,100m，

3バース，ヤード奥行き 600m，ヤードエリア 66万

1,736m2で総面積68万8,000m2，リーファープラグ11,700

unit，空バン蔵置8,140TEU，危険物蔵置1,120TEUである．

主な船社としては，CKYH Alliance ( COSCO, Hanjin,

K Line, Yang Ming)，韓進，Heung-A，KMTC，Pan

Ocean が就航している．

3.1.2 岸壁仕様

(1) 設計水深，延長

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平
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設計水深は，-18.0mで，岸壁延長は1,100mである．

(2) 構造

①本体構造

岸壁は，ＲＣケーソンによる構造となっており，標準

断面図を図 3-1に示す．

②基礎構造

このフェーズ2-1岸壁では，地山を掘削し，浅瀬部分

を浚渫して基礎マウンドを構築している．延長1,100m

では平面的に均一な土層になっておらず，ケーソンマウ

ンド下で地盤改良している断面と改良してない断面が存

在する．地盤改良している部分は，サンドコンパクショ

ンパイル工法を採用しており，砂杭直経φ2000mm改良

率75%で砂杭を打設している．基礎マウンドの下端は，

D.L-24.5m，それ以下の部分が改良対象となっている．

図3-1 標準断面図

③ケーソンの構造上の特徴

前壁及び海側隔壁にスリットがあり，消波効果に期待

する構造となっている（図 3-2参照）. 法線直角方向の

端部壁は，ホゾ構造となっており，ケーソン自体のずれ

止めと裏込め材の流出防止を考慮したものとなっている．

図3-2 ケーソンの構造

④ケーソンの施工上の特徴

ケーソンの上部工を施工する前に，方塊ブロック

（1m2換算で250kN/m2）を約１ｹ月間ケーソン上に仮置

きする．仮置きすることにより，基礎マウンドの圧密を

促進させて，上部工コンクリート打設後の不等沈下を少

なくするような工法で行っている．

ブロックサイズは様々であるが，載下高が約10m以上

になるようにしており，250kN/m2の荷重を作用させてい

る．

(3) 設計条件等

韓国では，様々な設計基準が確立されており，その

基準に基づいて，本ターミナルの岸壁は，設計を実施し

ている．主な設計基準を以下に示す．計画・設計基準に

ついては，国土海洋部の漁港・港湾の指針に基づいて実

施されている．これらの基準は，韓国港湾協会により発

行されている．

・港湾及び漁港設計基準（海洋水産部）

・港湾及び漁港公社 専門示方書（海洋水産部）

・漁港公社 標準仕方書（海洋水産部）

・コンクリート構造設計基準（韓国コンクリート学会）

・構造物基礎設計基準（建設交通部）

・コンクリート標準仕法書（韓国コンクリート学会）

以下にターミナルに設計条件を示す．

釜山新港フェーズ2-1では，基本設計で岸壁水深-16.0

mで設計されていたが，船舶の大型化の動向から水深-1

8.0mに変更を実施設計段階で行った．

設計手法については，基本的には，許容応力度で実施

しており限界状態での設計法での実績が少ない．
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①設計条件

ⅰ) 潮位

H.H.W +D.L +2.05

H.S.L +D.L +0.95

L.L.W +D.L +0.00

ⅱ) 設計波浪

区分 波向 波高 周期 再現頻度

(m) (m) (sec) (年)

常時 S 0.3 5.0 50

異常時 S 1.5 15.0 50

ⅲ) 対象船舶及び諸元

船舶規模 ： 140,000DWT(12,000TEU相当)

船 長 ： 400.0 m

船 幅 ： 50.0 m

満載喫水 ： 17.0 m

接岸速度 ： 12cm/sec

ⅳ) 岸壁水深

D.L- 18.00m（岸壁天端＋D.L+4.00）

ⅴ) 荷重条件

a)コンテナ荷重

区分 20ft 40ft

最大重量 24.0 30.48

平均重量 14.4 17.10

b）上載荷重

区分 エプロン部 CY部 その区域

常時 2.0 6.0 1.5

地震時 1.0 - -

c）クレーン荷重

区分 海側 陸側 風速

(tf) (tf) (m/s)

作業時 103 80 75

暴風時 168 170

地震時 119 93

d）接岸力

接岸速度12cm/sより，接岸エネルギーは163.23 tm

e）牽引力 150tf

ⅵ) 設計震度

本設計では，動的解析による地表面加速度を算

定した結果，最大地盤加速度0.169gを得たため，

安全を考慮して，0.17gを採用している．

等級 平均再現周期 設計地盤 適用

岩盤 地表面

1等級 1,000年0.12g 0.17g 構造物及び土

2等級 500年0.09g 0.12g

ⅷ) 摩擦係数

区分 コンクリート コンクリートと コンクリート 砂と砂

とコンクリート 岩盤 と砂

摩擦係数 0.5 0.5 0.6 0.8

ⅸ) 必要安全係数

構造物の滑動，転倒，すべりの安定率

区 分 常時 地震時

等価静的解析法 動的解析法

安 定 滑動 1.2 1.1 -

転倒 1.2 1.1 1.2

円弧すべり 1.3(1.2) 1.1 1.2

偏心傾斜荷重 1.2 1.0 -

岸壁の仕様は，表 3-2のとおりである．

表 3-2 岸壁の仕様

項目 仕 様

設計水深 (m) -18.0

計画水深 (m) -18.0

岸壁延長(m) 1,100

構造形式 直立消波ケーソン

ケーソンの形 B H L 数量

状寸法 (m) (m) (m)

12.0 20.6 34.4 32ｹ

0

基礎 基礎砕石マウンド一部 S.C.P による地

盤改良あり（φ2,000改良率 71%）

3.1.3 岸壁附帯施設

(1) 防舷材

本ターミナルでは，セル型防舷材 (1400H)を1カ所2

ユニットを1セットとして，使用している．

直経 φ1,600mm

高さ H=1,400mm
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配置ピッチ 16.5m

対象船舶：140,000DWT(12,000TEU)

接岸速度：12cm/s

吸収エネルギー：1,597kNm(163tfm)

(2) 係船柱

係船柱のタイプ：曲柱

係 船 柱 の 仕 様：1,500kN (150t) 牽引力

配 置 ピ ッ チ：34.5ｍ

(3) 接岸方式

接岸時は，タグボート2隻（1,500～2,500ps）で行っ

ている．岸壁構造は，接岸速度12cm/sで設計されている．

3.1.4 ガントリークレーン

本ターミナルでの荷役作業では，コンテナヤード

（以下CY）作業でのARMGC（Automated Rail Mounted

Gantry Cranes：自動レール式ガントリークレーン）によ

る水平式全自動ヤードシステムおよびRFIDシステムが

導入されている．

ガントリークレーンの時間当たり積卸し貨物量

： 平均31個/h

取扱可能貨物量： 1,140,000TEU

本ターミナルでは，12基のガントリークレーンが稼動

している．これらのガントリークレーンは，アウトリー

チ 70m(23列対応型)で，12,000TEUのコンテナ船24列に

も対応可能である．韓国で初の40フィートコンテナ2本，

20フィートコンテナ4本を同時荷役できるものである．

コンテナの大きさ，個数に応じたクレーンの性能を表 3

-3に示す．

表3-3 クレーン性能

クレーン性能 定格荷重

シングル 50t
ツイン 20ft 65t
ツイン 40ft 80t
ｶｰｺ゙ ･ ﾋ゙ ｰﾑ 100t

コンテナヤード作業については，奥行き600m×21ブ

ロックに分けて，ARMGC 42基を導入し，21個のRFID

センサーを配置し，無人遠隔操作によるヤードオペレー

ションを展開している．

ターミナルオペレーションは，コントロール室のオ

ペレーターを12人配置し，各人が操作デスクで同時に6-

7基のヤードクレーンを操作することも可能である．基

本的には，ARMGCで自動的に行われるコンテナのトレ

ーラーへの最終積み卸しをリモートコントロールもしく

はサポートをしている．



- 14 -

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平

図 3-3 コンテナターミナルのレイアウト

図 3-4 舗装断面

3.1.5 エプロン・マーシャリングヤード

コンテナターミナルのレイアウトを図 3-3に示す．

舗装断面を図 3-4 に示す．舗装構成は，表層6cm，

中間層10cm，基層15cm，補助基層15cmとなっている．

コンテナヤードでは，ARMGCの使用できない場所で

のコンテナの移動には，リーチスタッカー（3台）が使

用されている．

ヤード内に21ｹ所設置されているRFID（電子タグ）セ

ンサーゲートにより，ヤードトレーラー・コンテナの位

置情報がリアルタイムで把握できるシステムがある.

3.2 ロッテルダム港・ECTユーロマックス・ターミナ

ル

3.2.1 コンテナターミナルの概要

(1) 整備・供用年

2009年より供用を開始したが，同年10月時点ではオ
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ペレーションの無人化システムが未だ調整中であり，本

格稼動に至っていない．ターミナルオペレーターである

ECT Euromaxは ，香港を拠点とする Hutchison Port

Holdings（HPH）が51％の株を保有し，残りを船社アラ

イアンスが保有している．

(2) 整備に関わる主体

航路，泊地，岸壁及び埋立等のインフラストラクチ

ャー（下物）は，港湾公社（Port of Rotterdam Authority

：民営化されているが，株は国及びロッテルダム市が10

0％保有している．）が整備し，ヤード舗装，荷役機械，

管理棟等のスーパーストラクチャー（上物）は，借受者

であるECT Euromaxが整備した．

(3) 連続バースの利用状況

無人化システムが未だ調整中であり，本格稼動に至

っていないが，本来的には1,500ｍの岸壁は一体的に利

用される．

(4) 船社との関係

ターミナルオペレーターであるECT Euromaxの株を保

有している船社アライアンス（CKHY）の構成員である

COSCO，川崎汽船，韓進（HANJIN），陽明（YANG

MING）が利用している．

図3- 5 岸壁構造断面図

3.2.2 岸壁仕様

計画・設計基準については，ユーロコードは細かく定

めていないので，ヨーロッパの港湾では，各国あるいは

港湾毎で細部を定めて設計している．

(1) 設計水深，延長

2009年10月現在で第1期まで完了しており，延長1,50

0ｍ，水深-16.65ｍ（ 対象船舶：13,500TEU.将来的に

は，－19.65ｍまで増深可能．）である．段階整備計画

によれば，第2期計画（300ｍの岸壁延長）が2010年に完

了することとなっているが，無人化システムが未だ調整

中であり，本格稼動に至っていないこと及び2008年9月

に発生したリーマンショックを契機とする経済不況の影

響があることから，第2期計画は延期されている．

(2) 構造

図3-5に岸壁構造断面図を示す．岸壁の基本構造は，直

立の鉄筋コンクリート連壁（1.5ｍ厚）に棚式の上部工

を設け，連壁にかかる土圧を軽減させる構造（鉄筋コン

クリート矢板（上部棚式））である．ターミナルの天端

高は，＋5.0ｍである．

(3)設計条件等

①潮位

平均満潮位は＋1.70ｍである．

②風

波浪よりも風荷重が重要であるが，具体的数値につ

いては，把握できていない．

③波浪

河川港で波高が低く，考慮していない．

④設計対象船舶

岸壁諸元から13,500TEU積コンテナ船（マースク社

のEシリーズ級の船舶）であり，諸元は，全長397.7ｍ，

幅56.4ｍ，型深30.2ｍ，満載喫水－16.0ｍであろうと推

測される．

⑤土 質

良質な砂質土である．元々良質な砂質土を投入し埋立

てられた土地である．表層から地下20ｍまではシルト質

砂，それ以下では元々存在した地盤で粘土砂混じり土の
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層（層厚2～3ｍ）が続き，その下は，粗いシルト質砂と

なっている．地盤改良は行っていない．図3-6に土質柱

状図及びコーン貫入試験結果を示す．

図 3-6 土質柱状図

⑥地震

歴史的に地震がなく，地震力を想定していない．

3.2.3 岸壁付帯施設

(1) 防舷材

防舷材は、形状からスウェーデンのメーカー社製の受

衝板付きスーパーコーン型防舷材と判断される．

(2) 係船柱

図 3-7に用いられている係船柱図を示す．英国の企業

がロッテルダム港の要求仕様に従い開発したものである．

同図は，他社が生産する80トン型の構造図である．300

トン型まで生産されていることから，ロッテルダム港で

は，アントワープ港，ゼーブリュージュ港等の近隣諸港

と同様，200トン型を使用しているものと考えられる．

図 3-7 係船柱構造図
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図 3-8 ガントリークレーンの構造図

図 3-9 ユーロマックス・ターミナルレイアウト

(3) 接岸方式

タグボートによる接岸方式である．コンテナ船型に

より利用されるタグボートの大きさ，隻数も異なる．ロ

ッテルダム港では，民間３社によりタグサービスが提供

されている．その内の一社は，牽引力45t～100tのタグ

ボートを使用している．
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(4)その他

2009年に供用開始されたが，オペレーションの無人

化システムが未だ調整中であり，本格稼動に至っていな

い．

3.2.4 ガントリークレーン

現在12基の岸壁ガントリークレーンが稼動している．

将来的（第4期終了後）には，28基にまで拡充される予

定である．コンテナ2個同時取扱（ツインリフト方式）

が可能であり，定格起重能力は95トン程度あるものと思

われる．また，コンテナ船の大型化に対応できるようコ

ンテナ23列までの荷役が可能である．クレーンは2つ設

置されており，一つ目のクレーンで船舶から荷卸された

コンテナは，ガントリークレーン内部に設置された仮置

き場に移される．その後，2つ目のクレーンで無人コン

テナ運搬車両（AGV）に載せられるデュアルモード方

式である．フィーダー船用のガントリークレーンは4基，

鉄道用積替用のガントリークレーンは2基設置されてい

る．図 3-8にガントリークレーンの構造を示す．

3.2.5 エプロン・マーシャリングヤード

図 3-9にターミナルのレイアウトを示す．コンテナヤ

ードの上載荷重は4t/m2 以下である．

3.3 アントワープ港・ゲートウェイ・ドゥルガンク

ドックターミナル

3.3.1 コンテナターミナルの概要

(1)位置

アントワープ・ゲートウェイ・ドゥルガンクドックタ

ーミナルの位置を図 3-10に示す．

(2)整備・供用年

コンテナターミナルオペレーターであるアントワープ

ゲートウェイが岸壁延長1,650ｍ，水深－17.0ｍ，ター

ミナル面積78haで2008年から供用を開始している．ター

ミナルは順次拡張され，現在では，126haとなっている．

アントワープゲートウェイは，DP World(42.5%), Zim

Ports(20%), Cosco Pacific(20%), CMA CGM(10%),

Duisport(7.5%)のJV企業である．

(3)整備に関わる主体

元々広大な埋立地を浚渫して整備したターミナルで

あり，航路・泊地，岸壁等のインフラストラクチャー

（下物）は，港湾公社が整備し，ヤード舗装，荷役機械，

管理棟等のスーパーストラクチャー（上物）は，借受者

であるアントワープゲートウェイが整備した．

(4)連続バースの利用状況

既存3バースは一体的に利用されており，2007年の取

扱貨物量は，793千TEUである．

(5)船社との関係

株主のZIMをはじめCHKYアライアンス（COSCO，韓

進，川汽，Yang Ming），CMA CGM，チリのCSAV

NORASIA等が同ターミナルを利用している．

3.3.2 岸壁仕様

(1) 設計水深，延長

図 3-11に設計水深を示す．設計水深は-17.0ｍである

が，潮位差が最大5.0ｍ存在することから，基準面から5

ｍまで（海底から22ｍ）達することとなる．また，船舶

接岸時の安定性確保の観点から水面上4ｍの余裕を見て

いるので，天端高は，基準面から9ｍ（海底から26ｍ）

となっている．延長は，1,650ｍである．

計画・設計基準については，ユーロコードに細かく定

めていないものは，鋼材，港構造物等について，ドイツ

の基準を多く使用している．

(2)構 造

図 3-12に岸壁構造断面図を示す．鉄筋コンクリートの

重力式構造物（鉄筋コンクリートL型擁壁）である．何

より特徴的な点は，その施工方法である．施工方法につ

いては後述する．平面的には，図 3-12の構造物が連続

的に打設されている．

(3)設計条件等

①潮位

基準面は，MLLWSである．朔望平均満潮位は＋5.0

ｍである．

②風

風に対する設計上の資料が得られていない．

③波浪

河川港であり，水域も狭いことから，大きな波浪が発

生することがない．

④設計対象船舶

13,500TEU積コンテナ船（マースク社のEシリーズ級の

船舶）であり，諸元は，全長397.7ｍ，幅56.4ｍ，型深

30.2ｍ，喫水－16.0ｍである．

⑤土質

良質な砂質土（地盤反力係数，20～40 kN/m3）であ

り，地盤改良は行っていない．

⑥地震

歴史的に地震がなく，地震力を想定していない．
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図3-10 ターミナル位置図

図3-11 設計水深

17 m
26 m

5 m

4 m
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図 3-12 岸壁構造

(3)岸壁の施工方法

①特徴

当該岸壁は，設計水深－17.0ｍで潮位を考慮すれば，

構造物底面からの天端高が26ｍとなる巨大構造物である．

また，既存埋立地を掘り込み，新たな水面（アントワー

プ港では，航路・泊地を「ドック」と称している．）に

面した岸壁である．この様な場合，先ず掘り込み工を実

施し，次に岸壁を整備するのが一般的であるが，ドゥル

ガンクドックの場合，先ずドライ工事で岸壁を整備し，

その後，掘削，浚渫を行うという施工方法を採択してい

るのが特徴である．竣工した状態は図 3-12を参照．

②施工手順

a. 埋立地の露天掘り

埋立地を既定の深度まで露天堀を行う．多数のポンプ

による地下水の巻上げを行い，一貫してドライな状態に

保つ（図 3-13参照）．

b. 岸壁底部の築造

竣工時の安定性確保に必要なシートパイルを掘削底面

に打ち込み，その後，現場打ちコンクリートで岸壁底部

の築造に着手する（図 3-14参照）．

c. 岸壁本体の順次築造

岸壁本体を順次築造すると共に岸壁背後の埋め戻しを

行う．埋め戻しは，良質な砂質土を用い，層圧30cmず

つ締め固めながら行う．構造物が所定の高さに至れば，

上部工を打設する（図 3-15参照）．

d. 洗掘防止工の打設

船舶のスクリューによる洗掘防止のための舗装を行う

（図 3-15参照）．

e. 掘り込み，導水，浚渫

岸壁本体竣工後，掘り込み，導水，浚渫を行う．

図3-13 掘削断面
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図3-14 岸壁底部の築造

図3-15 埋め戻し及び洗掘防止工

3.3.3 岸壁付帯施設

(1)防舷材

形状から日本製のパイ型（HPi 1000HX3000L）とハイ

パーオメガ型（1000HX6000L）の2種類（全長9ｍ）で

あると判断される．コンテナ船接岸時に主にエネルギー

を吸収するのは，ハイパーオメガ型（1000HX6000L）

と考えられる．

(2)係船柱

係船柱は，曲柱UB-2000K型，ボルト4本型を用いて

いる．ボルト1本当りの横方向引張り耐力は約50トンで

あり，計200トンの係留力（牽引力200ｔ／基）を持つ．

(3) 接岸方式

タグボートによる接岸方式である．コンテナ船型に

より利用されるタグボートの大きさ，隻数も異なる．ベ

ルギー国内では，タグサービスは民間１社により提供さ

れている．アントワープ港で使用しているのは，4,000

～5,000馬力級のタグボートである．

3.3.4 ガントリークレーン

(1) コンテナ貨物の取扱量

当該ターミナルにおけるコンテナ扱いの実績を表 3-

4に示す．

表 3-4 ターミナルのコンテナ取扱実績

（単位：千TEU）

年 2006 2007 2008
合計 600 793 1,092

出典：CI2009/2010

現在6基の岸壁ガントリークレーンが稼動している．

将来的には，9基にまで拡充を図る予定である．鉄道用

積替用のガントリークレーンは，1基稼動している．
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3.3.5 エプロン・マーシャリングヤード

図 3-16にターミナルの全体図を示す

コンテナヤードの上載荷重は，6ｔ／ｍ2．

図 3-16 ターミナルの全体図

3.4 ゼーブルージュ港（ベルギー）・APMターミナル

ズ

3.4.1 コンテナターミナルの概要

(1)整備・供用年

1995年から整備に着手し，2006年に竣工．同年より，

オランダのコンテナターミナルオペレーター，APMタ

ーミナルズが供用を開始している．供用開始時の延長は

900ｍであったが，現時点では，1,023ｍにまで延長され

ている．

(2)整備主体

航路，泊地，岸壁及び埋立等のインフラストラクチ

ャー（下物）は，MBZ（ブルージュ市及び民間資本が

出資した自治港湾公社）が整備し，ヤード舗装，荷役機

械，管理棟等のスーパーストラクチャー（上物）は，借

受者であるAPMターミナルズが整備した．

(3) 連続バースの利用状況

既存3バースは一体的に利用されており，2007年の取

扱貨物量は，444千TEUである（供用年の2006年は，180

千TEUであった．）．

(4) 船社との関係

APMターミナルズは，デンマークの船社（マースク

ライン）の系列企業であり，マースク，ニューワールド

アライアンス（商船三井，APL，現代商船）及び南アフ

リカの定期船社，Safmarine社のコンテナ船が同ターミ

ナルを利用している．



- 23 -

図 3-17 AlbertⅡ-Dock周辺のターミナル
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図3-18 岸壁構造平面図（鉄筋コンクリートセル構造）

図3-19 岸壁構造断面図（鉄筋コンクリートセル構造）

図3-20 岸壁構造断面図（連続壁を用いた棚式構造）

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平
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図3-21 防舷材構造図
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図 3-22 防舷材構造図

図 3-23 防舷材配置図

図 3-24 係船柱配置図

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平
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3.4.2 岸壁仕様

計画・設計基準については，ユーロコードは細かく定

めていない．各国或いは港湾毎で細部を定めて設計して

いる．

（１）設計水深，延長

図 3-17にアルバートⅡ-ドック周辺のターミナル配置

図を示す．コンテナターミナルの水深は現在-16ｍであ

るが，将来的には-18ｍまでに増深可能である．延長は，

1,023ｍである．

(2) 構造

図 3-18に岸壁構造平面図を図 3-19に岸壁構造断面図

を示す．岸壁の基本構造は，直径（外径）28.8ｍ，厚さ

75cmの鉄筋コンクリートセル構造である．このセルを

岸壁法線方向に31ｍ間隔で33函打設し，1,023ｍの岸壁

を整備している．セル外壁間の距離は，2.2ｍである．

セル底面は，水深－21.5ｍまで根入れされている．この

ケーソンに上部工を打設し，岸壁構造としている．ター

ミナルの天端高は，＋8.0ｍである．

現在整備中のPSA アルバートⅡターミナルは，セル

構造ではなく，連続壁を用いた棚式構造である．連続壁

は，－28.0ｍまで根入れされている．この岸壁は，水深

－17.6ｍ，ターミナルの天端高は，＋8.0ｍである．図

3-20に岸壁構造断面図を示す．

(3) 設計条件等

①潮位

基準面は，MLLWSである．朔望平均満潮位は＋4.70

ｍ，朔望平均干潮位は＋0.41ｍである．

②風

暴風時の200km／時（55.5ｍ／秒）の風力を設計上見

込んでいる．

③波浪

防波堤に対して，冬季風浪6.0～6.1ｍ（年1回程度起

こる）を想定している.

④設計対象船舶

13,500TEU積コンテナ船（マースク社のEシリーズ級

の船舶）であり，諸元は，全長397.7ｍ，幅56.4ｍ，型

深30.2ｍ，喫水－16.0ｍである．

⑤土質

良質な砂質土である．地盤改良は行っていない.

⑥地震

歴史的に地震がなく，地震力を想定していない．

3.4.2 岸壁付帯施設

(1) 防舷材

防舷材は，日本製のパイ型（HPi 1000HX6000L）と

ラムダ型（LMD 400HX1500L）の2種類を用いている．

基本のパイ型（HPi 1000HX6000L）は，各セル中心線か

ら左右4.5ｍの距離に2基設置されている．補助のラムダ

型（LMD 400HX1500L）は，セルと隣接セルの境目に2.

2ｍ間隔で1箇所ずつ設置されている．よって，セル単位

で見れば，パイ型（HPi 1000HX6000L）2基，ラムダ型

（LMD 400HX1500L）2基，計4基設置されていること

となる．全部で33セルあることから，全体では，パイ型

（HPi 1000HX6000L）66個，ラムダ型（LMD 400HX150

0L）66基，計132基設置されていることとなる．設計上

の接岸速度は，35cm／秒である．

各防舷材の構造を図 3-21，図 3-22に，配置図を図

3-23に示す．

(2) 係船柱

係船柱は，曲柱UB-2000K型，ボルト4本型を用いて

いる．ボルト1本当りの横方向引張り耐力は約50トンで

あり，計200トンの係留力を持つ．各セル中心線に1基ず

つ設置されている．全部で33セルあることから，全体で

は，33基設置されている．すなわち，係船柱は牽引力20

0ｔ／基で30ｍ毎に配置されている(図 3-24参照)．

(3) 接岸方式

タグボートによる接岸方式である．コンテナ船型によ

り利用されるタグボートの大きさ，隻数も異なる．ベル

ギー国内では，タグサービスは民間１社により提供され

ている．ゼーブルージュ港で使用しているのは500馬力

級のタグボートである．

接岸速度は，35cm/秒程度である．

3.4.3 ガントリークレーン

現在7基の岸壁ガントリークレーン（ダブルトロリー，

ツインリフト）が稼動している．将来的には，11基にま

で拡充を図る予定である．定格起重能力65トン，定格巻

上速度35ｍ／秒，アウトリーチ62.5ｍ（コンテナ22列対

応），レール幅31ｍである(図 3-25, 図 3-26参照)．

鉄道用積替用のガントリークレーンは，2基稼動して

いる．定格起重能力50トンである．23基あるストラドル

キャリアーの定格起重能力も50トンである．

通常の荷役作業においては，ガントリークレーン1基

で時間当たり35ボックスの荷役を目指している．

ガントリークレーン基礎は、荷重を80ｔ／ｍとしてい

る

国総研資料 No.628
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3.4.4 エプロン・マーシャリングヤード

図 3-27にターミナル内におけるマーシャリングヤー

ドの配置を示す．

図 3-28にマーシャリングヤードの舗装断面を示す．

舗装の全体厚は80cmである．ヤード舗装は4層で，舗装

内訳として，2層（1層30cm）のセメント安定化処理路

盤，その上に2層（1層8cm）の瀝青処理砕石，その上の

表面コンクリート舗装（1層4cm）からなっている．コ

ンテナヤードの設計上載荷重は，6トン／㎡である．

図 3-25 ガントリークレーンの構造図

図 3-26 ガントリークレーン（鉄道用）の構造図

図 3-27 APMターミナルズレイアウト

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平
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図 3-28 マーシャリングヤードの舗装断面

3.5 ロサンゼルス港・ピア400コンテナターミナル

3.5.1 コンテナターミナルの概要

(1) 位置

ロサンゼルス港はアメリカ西部，カルフォルニア州

の州都ロサンゼルス市の南約30㎞のサンペドロ湾に位置

している．また，この港の東側はロングビーチ港と隣接

している．

1872年の海岸線と比較すると，ロサンゼルス港はロ

ングビーチ港と共にそのほとんどが海上埋立てによって

築造された港である．

(2) 整備・供用年

当初，ロサンゼルス市がロングビーチ市の地先(埋立

地)も買収して，大ロサンゼルス港としての開発計画で

あった．ところが，1909 年ロングビーチ市が独自の港

湾の開発･管理･運営に乗り出す事になり，ロサンゼルス

河口の臨海部土地は1911 年の州法でロングビーチ市に

供与され，同年最初の市営バース(在来船用ターミナル)

が供用開始され，その後，米国西海岸最大の海軍基地設

置に伴い商業港湾としても著しく発展した．

(3) 整備主体

ロサンゼルス港の管理は，今から100年以上前の，19

07年にロサンジェルス市市議会によって設立されて以来

“ロサンゼルス港管理委員会（Los Angeles Harbor

Commission）”が行っている．

港湾施設のうち，防波堤と航路は米国陸軍工兵隊が

建設・維持し，岸壁や泊地はロサンゼルス港管理委員会

が建設・維持している．

ロサンゼルス港とロングビーチ港でアメリカの貨物

の40%を扱っており，そのうち，40%は鉄道で輸送して

いる．水域は，岸壁から15mまではPAが浚渫を行い，

それ以降は連邦政府が浚渫を行う．

(4) 連続バースの利用状況

ロサンゼルス港の管理している港湾施設は25箇所に

分散している．その中で，コンテナを扱っている施設は

8箇所である．これらのうち，最も港外側に位置するタ

ーミナルはピア400と呼ばれ，8,000TEU以上のコンテナ

船が着岸・荷役を行える施設となっている．

ピア400コンテナターミナルは，Phase IとIIの2段階に

分けて建設された．Phase Iは延長1,191mの岸壁（3バー

ス）を持つ，面積約139haのターミナルで，1994年に工

事が開始され，2001年に供用が開始された．また，

Phase IIは延長996mの岸壁（船型によって，2~3バー

ス）を持つ，面積約68haのターミナルで，2006年に供用

が開始された．進入航路の水深は22.9ｍ，回頭水域半径

は548ｍである．

ピア400コンテナターミナルの配置図を図 3-29に示す．

Phase IIの内，延長約560ｍ部分の岸壁法線はPhase Iの法

線から約45°の角度で南に曲がっている．全コンテナク

レーン14機のうち，この部分の２基のコンテナクレーン

は湾曲したレール上をPhase I側にも移動できる構造にな

っていて，全バース（5~6）は一体として利用できるよ

うな配置になっている．

(5) 船社との関係

ターミナルは，ロサンゼルス港管理委員会が建設し，

A.P.モラー-マースク グループのAPMターミナル会社

が運営している．このターミナルをを利用している主な
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船社はMaersk Line, Horizon Linesであるが，Safmarine,

CMA-CGM, Hapage Lloyd, MSC, NYK Line, OOCL,

US Linesの船舶の利用もある．

図 3-29 Pier400岸壁配置図

3.5.1 岸壁仕様

(1) 設計水深，延長

岸壁の配置は図3-29に示すように，Phase Iは3バース

分の延長に相当する1,210m，Phase IIは船型によって，

2~3バース分の延長に相当する982mの岸壁，総延長2,19

2mが整備されている．

水深は，岸壁の計画水深を-55ft（-16.8m），設計水

深を-57ft（-17.4m）としている．また，岸壁の天端高

は＋15ft（4.5m）である．

(2) 構造

岸壁の構造は，図 3-30に示すようなプレストレスト

コンクリート杭を用いた幅124tf（37.2m）の鉄筋コンク

リート式横桟橋である．

杭は最大幅60cmの8角形で，その中心に杭打設時に用

いる水ジェット噴射用の径7.5cmの塩化ビニールパイプ

が埋め込まれている（陸側の2本を除く）．杭は標準部

において，延長方向は20ft（6m）間隔，法線直角方向は

22ft（6.6m）間隔で打設されている（図 3-31参照）．

床版は厚さ2ft（60cm）のフラットスラブの上に厚さ8 '

（20cm）のアスファルト舗装をした構造となっている．

図 3-30 岸壁構造断面図

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平
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図 3-31 プレストレストコンクリート杭構造図

図 3-32 クレーンレール上の車輪の配置

図 3-33 COOPER E80列車についての輪荷重
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図 3-34 係船柱標準断面図

(3) 設計条件等

①潮位

ロサンゼルス港における既往最高潮位は7.96ft（2.39

m），既往最低潮位は－2.56ft（－0.77m）となってい

る．また，岸壁等施設の設計潮位は5.4ft (1.6m)である．

②風

接岸時の設計風速は45MPH（20m/s），暴風時は70

MPH（31m/s）である．

③設計対象船舶

設計対象船舶の大きさは152,000DWT（全長；1,138ft

（347m），型幅；140ft（43m），最大喫水；47.5ft（14.

5m））である．

(4)設計荷重

設計荷重について，次のような基準を設定している．

① 桟橋死荷重

・鉄筋コンクリートの自重；2.5ｔ/ｍ3

・上載死荷重；0.5ｔ/ｍ2

② 床版活荷重

・5.0ｔ/ｍ2

③ 集中輪荷重

・一輪当たり56ｔの荷重（25％の衝撃荷重を含む）が

作用する設置面積4,450cm2の車輪を2輪，13ft（3.9ｍ）

の間隔で作用させる．

④ コンテナクレーン荷重

・コンテナクレーンの自重；1,350ｔ

・クレーンレール上の車輪の配置（図 3-32）

・一輪の鉛直荷重は通常稼動時は112.5ｔ，暴風時等

は163.1ｔ

・一輪の水平荷重は通常稼動時は1.35ｔ，暴風時は

4.5ｔ

⑤ 鉄道荷重

・現在は敷設されていないが，COOPER E80列車につ

いて図 3-33のような輪荷重を考慮する（荷重

K=0.45t）．

⑥ 設計条件

ロサンゼルス港のみのEngineering Standardがある．供

用時の最大加速度は0.23gを使用，上載荷重は4.9tとし

ている．

⑦ 荷重の組み合わせ

次のような荷重に対して，その組合せにより，

要求極限強度“U”を次に示すように与える．

DL；死荷重および載荷死荷重

VLL；鉛直分布活荷重

CLL；集中活荷重

RRL；鉄道荷重

GCDL；ガントリークレーン死荷重

GCOL；ガントリークレーン稼動時荷重

W；風荷重

H；地震荷重

T；沈下荷重

・ U＝1.4DL+1.7VLL+1.7CLL+1.4GCDL

U＝1.4DL+1.45GCOL
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U＝1.4DL+1.7VLL+1.4RRL

U＝0.75（1.4DL+1.7VLL+1.7CLL+1.4GCDL+

1.7W）

U＝0.75（1.4DL+1.7VLL+1.4RRL+1.7W）

U＝0.9DL+1.3W

U＝0.75（1.4DL+1.7VLL+1.7CLL+1.4T）

U＝0.75（1.4DL+1.7VLL+1.4RRL+1.4T）

U＝1.4DL+1.4T

U＝1.4DL+1.7VLL+1.7H

(5) 耐震設計（動的設計）

次のように，耐震要求性能に対して，動的設計の設

計地震加速度と部材の限

界状態歪みを設定している．

なお，設計基準としてはロサンゼルス港独自の基準

を有している（The Port of Los Angeles Code for Seismic

Design, Upgrade and Repair of Container Wharves -

Adopted by the City of Los Angeles Harbor Department

Published by the Port of Los Angeles）．

・ OLE(Operating Level Earthquake)，地震後において施

設使用の中断をしない．

設計地震加速度：0.28g（50年間の超過発生率 50％，

再現期間72年）

限界歪み：杭頭部（コンクリート：0.5%，鋼材：1.0

%），杭地中部（コンクリート：0.5%）

・ CLE(Contingency Level Earthquake)，地震後岸壁の

被災が数カ月で修理可能なレベルに留まる．

設計地震加速度：0.52g（50年間の超過発生確率10％，

再現期間475年）

限界歪み：杭頭部（コンクリート；2.0%，鋼材；5.0

%），杭地中部（コンクリート；0.8 %）

・岸壁の1ブロック（84m）毎に１基の地震計を設置

している．

(6)その他の特徴

・ 埋立地の地盤改良として動圧密工法（Deep

Dynamic Compaction）を用いた．

・ 桟橋のPC杭の中心に塩ビパイプを埋め込み，水

ジェットを用いて杭の打ち込みを行った．

・ 桟橋床版の中央部に20ft（6m）間隔で雨水排水

穴を設置している．

3.5.2 岸壁附帯施設

(1)防舷材

岸壁の設計に用いる接岸エネルギーを算定するため

の設計対象船舶の大きさは230,000DWTで，接岸速度は

0.39ft（12cm/s），接岸角度は6°である．その結果，設

計接岸エネルギーは122t･mとなり，型防舷材（高さ5.2

5ft（1.6m），長さ4.0ft（1.2m），設置間隔60.0ft（18.

0m））を用いると，その反力は165ｔになる．

(2)係船柱

設計対象船舶の牽引力の200tに対し，係船柱を9～20

mの間隔で設置している．係船柱の標準断面は図 3-34

に示す．

(3)車止め

車止めは，33cm×33cm各の木材を用いたものが配置

されている．

(4)各種ソケット等

岸壁には，船舶給水栓，給電用ソケット，電話用ソ

ケット，動力用ソケット，梯子などが，おおよそ桟橋1

ブロック（84m）毎に1組設置されている．

(5)接岸方式

岸壁への接岸はタグのアシストによっている．係留

するタグは隣接するロングビーチ港と共有しており，両

港で合計27隻のタグボートを使用している．

岸壁への接岸進入角は，法線方向から6°で，岸壁法

線直角方向の接岸速度が12cm/s以下になる様に接岸する

こととしている．

3.5.3 ガントリークレーン

コンテナ取扱量は785万TEUに上り，その取扱量は全

米第一位を誇っている．

ピア400コンテナターミナル単体での貨物の取扱量等

の情報は公開されていない．

ガントリークレーンは全長2,187mの岸壁全体で14基

設置されている．ガントリークレーンのレール間隔は10

0ft（33m），定挌荷重は62~92トン，揚程はコンテナ船

のデッキ上8~9コンテナの高さに相当する40m，揚程ス

ピードは100~180m/分，アウトリーチは63mである．

コンクリート杭式の基礎である．

3.5.4 エプロン・マーシャリングヤード

コンテナヤードの全体面積は約200万ｍ2である．

ヤード内のコンテナのハンドリングはRTGシステム

で行われており，そのレーン数と延長，クレーンの基数

は次の通りである．

・仕分け；延長750ｍｘ12レーンｘ8クレーン ＝96ク

レーン

・蔵置用；延長1,900ｍｘ6レーンｘ21クレーン ＝126

クレーン

コンテナ蔵置能力は，シャーシ用が8,000TEU，地下

置き用が46,000TEU,冷凍コンテナ用のソケットは2,000

箇所設置されている．
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3.6 ロングビーチ港・ピア T コンテナターミナル

3.6.1 コンテナターミナルの概要

(1) 位置

ロングビーチ港は，アメリカ合衆国カリフォルニア州

のロサンゼルスの南約30kmに位置し，ロサンゼルス港

に隣接している．この港は，アメリカ合衆国と環太平洋

地域を結ぶ重要な港湾であり，2008年のデータではコン

テナ貨物取扱量約650万TEUで，ロサンゼルス港に次い

で世界第17位となっている．ロングビーチ港のコンテナ

ターミナルは７つの埠頭に配置されており，各ターミナ

ルの配置および借受者は表 3-5のとおりである. ロング

ビーチ港のコンテナターミナルの内，Pier Tは水深16m

以上の大水深コンテナバース（水深16.8m）となってお

り，約150万㎡のターミナル面積を有し，直線上に約150

0mの岸壁を有するロングビーチ港最大規模のターミナ

ルとなっている．ピア Tの位置を図 3-35に示す．

(2) 整備・供用年

1998年から整備に着手し，2002年8月から供用開始し

ている．部分的には現在も整備工事を進めている．ター

ミナルオペレーターは，韓進海運の子会社でありロング

ビーチ港を本拠地とするトータル・ターミナルズ・イン

ターナショナル (Total Terminals International: TTI) であ

る．TTIは，ロングビーチの他に，オークランド，シア

トルでターミナル運営を行っており，これらの３か所で

アメリカの西海岸で取り扱うコンテナ貨物の約15%を取

り扱っている．半自動化をしており，船からの荷役はマ

ニュアルでおこない，ヤードは自動化している．

(3) 整備主体

港湾施設の整備は基本的にはポートオーソリティ

（The Port of Long Beach）が行っているが，防波堤の建

設および岸壁から15m (50ft)以上離れた航路の浚渫は連

邦政府が行っている．

(4) 連続バースの利用状況

TTIコンテナターミナルは，総面積155.8ha，14台のガン

トリークレーンを有し，一般貨物のコンテナを取り扱っ

ている．連続バースT132-T140は総延長1,524mあり，大

型コンテナ船のキャパシティー上限なく利用可能として

いる．

(5) 船社との関係

ターミナルオペレーターであるTTI の親会社である韓

進海運は，中国船社のCOSCO（中国遠洋運輸集団），

台湾船社のYang Ming（陽明海運），日本船社のK-Line

（川崎汽船）とCKYHアライアンスを提携しており，当

ターミナルの寄港船社は上記４社となっている．
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図 3-35 ロングビーチ港ターミナル配置図
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表 3-5 ロングビーチ港コンテナターミナル借受者3)

埠 頭 バ ー ス 借 受 者

ピ ア A A88-A96 SSAT - ロ ン グ ビ ー チ タ ー ミ ナ ル , LLC
ピ ア C C60-C62 SSA マ リ ン ・ マ ッ ト ソ ン タ ー ミ ナ ル

ピ ア E E24-E26 カ リ フ ォ ル ニ ア ・ ユ ナ イ テ ッ ド ･タ ー ミ ナ ル

ピ ア F F6-F10 ロ ン グ ビ ー チ ･コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル 会 社

ピ ア G G226-G236 ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ ･ ﾄ ﾗ ﾝ ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ ･ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ会 社

ピ ア J J243-J247, J266-J270 SSA ﾏ ﾘ ﾝ / ﾊ ﾟ ｼ ﾌ ｨ ｯ ｸ ･ ﾏ ﾘ ﾀ ｲ ﾑ ･ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
ピ ア T T132-T140 ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ･ ﾀ ｰ ﾐ ﾅ ﾙ ･ ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ , LLC

図 3-36 岸壁標準断面図

3.6.2 岸壁仕様

(1) 設計水深，延長

ピア T に位置するTTIコンテナターミナルは，設計水

深16.8m，岸壁延長1,524mであり，T132-T140バースが

一直線上にある．岸壁の天端高は4.5mである．

(2) 構造

杭は幅60cm の8角形のプレストレストコンクリート

で法線方向に5.5mピッチ，法線直角方向に約5mピッチ

に配置されている．幅1.2mの格子桁の上は，厚さ38cm

のスラブと厚さ20cmのアスファルトコンクリート舗装

となっている（図 3-36参照）．

TTIコンテナターミナルの西側区間では桟橋の幅30ｍ

を5か所の杭で支持しており，最大の支間長は13ｍあり

高さ1.5mのプレキャストのプレストレストコンクリー

ト梁となっている．梁の上は厚さ30cmのスラブ，そし

て表層は20cmのアスファルト舗装となっている．

水深16.8ｍの大水深護岸であるが，桟橋背後の護岸部

分は法面を被覆石で覆った盛土形式の護岸となっている．

被覆石の厚さは1mで，勾配は1:1.75となっている

(3) 設計条件等

ロングビーチ港とロサンゼルス港は，互いに競争・協

力の関係にあり，基本的な設計条件は同じだが，個々の

設計はケースバイケースとなっている．ロングビーチ港

においては，独自の設計基準を採用している．

設計基準：Port of Long Beach Wharf Design Criteria

Version 2.0 1/30/2009

①潮位

設計上の潮位は，H.H.W.L=1.65m，H.W.L=1.43m，

L.W.L=0.28m，L.L.W.L=0.00m，M.S.L=0.85mとし

ている．
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ロングビーチ港ではNGVD29のMLLWを0.0ｍとして

設計の基準面としている．

②風

風荷重の算出にあたっては，風速70MPH（31m/s）を

基準としている．

③波浪

極めて静穏な港であり，波浪を設計上の条件として考

慮していない．

④設計対象船舶

138,000DWTを対象船舶としている．

⑤土質

海底面下1.5m程度（4～5ft）までは粘土層だが，それ

以降は砂層となっている．

⑥地震

California State Lands Commission が独自の資金により，

ロングビーチ地区内の岸壁および建物の9か所に振動計

を設置し，地盤および構造物の震動を測定している．

設計地震加速度は，供用時： OLE(Operating Level

Earthquake)で0.22G，緊急時：CLE(Contingency Level

Earthquake)で0.53Gである．

液状化対策として砕石ドレーンを行っている．

⑦上載荷重

桟橋の上載荷重は7.32t/㎡（1,500psf）とし，杭の設

計にはその80%の5.86t/㎡（1,200psf）を用いている．

3.6.3 岸壁附帯施設

(1) 防舷材

防舷材の側面図は図 3-37のとおりである．

設計対象船舶は138,000DWT，接岸速度は13cm/s (0.4

25ft/sec)である．

TTIターミナルで使用されている防舷材は，水平/垂直

変動制限装置付きの円筒型の防舷材であり，5.5m/11m

交互のピッチで配置されている．表 3-6に防舷材の仕様

をまとめる．

図3-37 防舷材側面図

図3-38 接岸時の設計条件
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表3-6 防舷材の仕様

項 目 仕 様

対 象 船 舶 138,000DWT
設 計 接 岸 速 度 13cm/s
接 岸 エ ネ ル ギ ー 接 岸 角 度 5° の と き 48t ･m
反 力 113t
構 造 形 式 水 平 /垂 直 制 限 装 置 付 き 円 筒 型

寸 法 φ =n/a、 H=1.5m( ﾌ ﾛ ﾝ ﾄ ﾊ ﾟ ﾈ ﾙ含 む )
設 置 間 隔 5.5m/11m交 互

図 3-39 係船柱の設計条件

表 3-7 ガントリークレーン仕様

項 目 内 容 備 考

名 称 ZPMC ｶ ﾞ ﾝ ﾄ ﾘ ｰ ･ ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ･ ﾎ ﾟ ｽ ﾄ - ﾊ ﾟ ﾅ ﾏ ｯ ｸ ｽ ･ ｸ ﾚ ｰ ﾝ ｽ ﾞ
基 数 14基
荷 役 能 力 65t(Under Spreader)

100t(Under Cargo Beam)
ア ウ ト リ ー チ 61.5ｍ 22列 対 応

バ ッ ク リ ー チ 23ｍ
揚 程 36.6ｍ (above rail)

55.1m(Total)
基 礎 プ レ ス ト レ ス ト コ ン ク リ ー ト 杭 陸 側 は 斜 杭

レ ー ル 間 隔 30.48m
自 重 146t

(2) 係船柱

TTIコンテナターミナルの係船柱は，100t対応の鋳鉄

製であり，各防舷材の背後に設置されており，5.5m/11

m交互のピッチとなっている．図 3-39に係船柱の設計
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条件を示す．係船柱は100tの荷重に対して1.25倍の安全

率で設計している．

(3) その他附帯施設

車止めは，25.4cm×30.5cmの木製のものが用いられ

ている．ガードレールの高さは84cmである．

現在，陸電は供給されていないが，今後200mに1か所

のピッチで設置する予定としている．

(4) 接岸方式

船舶の接岸にあたっては，岸壁への進入角を5°，ア

プローチ速度を1.5m/s (4.875ft/sec)としている（図 3-3

8参照）．また，岸壁法線直角方向接岸速度は，最大で

も12～13cm/sとなる様に接岸することとしている．ロン

グビーチ港およびロサンゼルス港において，合計27隻の

タグボートを両港で使用している．

3.6.4 ガントリークレーン

TTIコンテナターミナルでのコンテナ貨物の年間取扱

量は，2004年以降順調に増加し，2006年，2007年は2百

万TEUを超える取扱があったが，2008年には2百万TEU

を下回る取扱量（約190万TEU）に減じている．

TTIコンテナターミナルには，14台のスーパーポスト

パナマックス型ガントリークレーンが備えられている．

定格荷重65～100トンの吊り上げ能力があり，横に22列

のコンテナを積むメガコンテナ船に対応できるブームを

持っている（表 3-7参照）．

陸側のクレーン基礎は，プレストレストコンクリート

の斜杭になっているが，動的解析を行ったところ，頭部

に破壊を生じる恐れがあることがわかり，点検の際，目

視での確認が困難であることから，今後直杭に改良する

予定としている．

3.6.5 エプロン・マーシャリングヤード

(1) 全体レイアウト

ピア T - TTIコンテナターミナルは，108.1haのスト

ックヤード面積，62,000TEUの蔵置容量をもっている．

(2) 蔵置状況

リーファーコンテナは，岸壁から遠いレーンに1段積

みで蔵置されている．ターミナルには1,850のリファー

プラグがあり，このうち200のリーファープラグは240/4

80ボルトのデュアル対応となっている．このターミナル

ではオンシャシー・リファーの収容も可能となっており，

リーファーコンテナ機器の洗浄施設も備わっている．

(3) 舗装状況

このターミナルは，オンシャーシー並びに直置コン

テナの何れにも対応可能なスペースと機器を備えている．

ターミナルの舗装は，ゴム・タイヤのガントリー・クレ

ーン（RTG）も使用可能となっている．

コンテナヤードは基本的にはアスファルトコンクリート

によって舗装されている．コンテナヤード154ha（381

ac）のうち136ha（336ac）がアスファルトコンクリート

舗装であり，残りの18ha（45ac）はゲート複合施設部で

コンクリート舗装となっている．コンテナヤードの大部

分は20cm（8in）の厚さのアスファルト舗装であり，岸

壁に隣接した約61m（200ft）の幅の部分は30cm（12in）

の厚さのアスファルト舗装となっている．また，駐車場

の部分は10～15cm（4～6in）の厚さのアスファルト舗装

となっている．

コンクリート舗装となっているゲート複合施設は，入

り口専用ゲートが14レーン，出口専用ゲートが12レーン，

出入り口兼用ゲートが4レーンあり，トラックスケール，

守衛所，サインブリッジ，キャノピー，注意看板，方向

案内標識，路面標示などからなっている．

ピア Tコンテナターミナルの舗装の設計は9つのセク

ションに分けて行っているが，マーシャリングヤードの

舗装は原則2種類の舗装パターンになっている．次々項

に舗装詳細図を示している．岸壁直背後は30cm（12in）

の再生クラッシャーランの上に30cm（12in）のアスファ

ルトコンクリート舗装となっているパターンで，場所に

より詳細図8,9,10のいずれかになっている．残りの荷さ

ばき地ではcm（16in）の再生クラッシャーランの上に20

cm（8in）のアスファルトコンクリート舗装となってい

るパターンで，場所によりいずれかになっている．

ヤードの整備にあたっては，液状化対策として，砕石

ドレーンを実施している．施工範囲は，岸壁方向610m

(2000ft)×奥行き24m(80ft)，表層12m(40ft)～15m(50ft)，

ドレーンのピッチは3.7m(12ft)，径はφ76cm(2.5ft)～91

cm(3.0ft)となっている．

(4) オンドック・レール

4本のオンドック・レイルがターミナルの西側境界線

に沿って伸びている．オンドック・レイル施設は，ゲー

ト，ターミナル・オペレーション，本船荷役と干渉せず

に，列車への積込・積卸ができる位置にある．
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４. 超大型コンテナターミナルの設計項目の分

析

4.1 岸壁仕様

(1)水深

世界のコンテナ取扱量上位100港における，コンテナ

ターミナルの最大水深は図 2-3に示すとおりである．同

図に示すとおり，既に水深-16mを超える大型岸壁の建

設が多くの港湾において実施されている．なお，同図に

おいては，原則として，岸壁本体構造を基準として最大

水深を表記している．このため，暫定水深で供用してい

る場合にあっては，実際の水深と同図の水深が一致しな

い．この図によれば，大型化の傾向は，特に長距離基幹

航路が寄港する欧州やアジアの主要港，トランシップ港

において顕著であることが分かる．

コンテナ取扱上位100港の中で最大水深を有する港湾

は，ロッテルダム港のユーロマックス・ターミナル（完

成時の水深が-19.6ｍ）である．同ターミナルは暫定供

用中であり，現在の水深は-16.6ｍである．

設計対象船舶の満載喫水と岸壁前面水深の関係は，

港湾により異なる事例が見受けられた．例えば，満載喫

水-16mのコンテナ船を設計対象船舶としているゼーブ

ルージュ港APMターミナルにおいては，岸壁前面水深

が-18m（完成断面）であるのに対し，同じ-16m喫水の

コンテナ船を設計対象とするアントワープ港ゲートウェ

イ・ドゥルガンクドックターミナルにおいては，岸壁前

面水深が17mである．他方，我が国の技術基準において

は，岸壁前面における余裕水深は満載喫水の一割程度を

標準としているので，両港における設計の中間的な値を

与えることになる．

我が国の技術基準においては，標準船型と同様，標

準バースについても100,000DWT級のコンテナ船までし

か提示されていないが，これを超える超大型のコンテナ

船について，技術基準において余裕水深の考え方を示し

ていくことが必要であると考えられる．

設計水深と計画水深の関係についても港湾により取

扱の差異が見受けられた．例えば，ロサンゼルス港にお

いては，-16.8mの計画水深に対し，設計水深を-17.4m

としている．一方，同港に隣接するロングビーチ港にお

いては，計画水深，設計水深とも-16.8mである．また，

両岸壁とも構造形式は，PC杭鉄筋コンクリート横桟橋

である．

我が国の技術基準においては，「設計水深は，対象

とする岸壁の計画水深のほか，構造形式，現地盤水深，

施工方法及び施工精度，係留施設前面の洗掘状況等を考

慮して決定する．」と記述されているのみで，設計水深

設定に関する具体的な判断基準は示されていない．例え

ば，アントワープ港ゲートウェイ・ドゥルガンクドック

ターミナルにおいて見られるような完全な陸上工事で断

面を構築し，海底部を舗装工事により堅固に仕上げるよ

うな場合には，設計水深と計画水深は同一と見なしても

問題がないと考えられるが，このようなものは極めて例

外的である．大型のコンテナ岸壁については水深の僅か

な変化が工費に大きな影響を及ぼすため，合理的な設計

水深の設定方法について，できるだけ具体的な方法を示

していくことが必要であると考えられる．

また，大型コンテナ岸壁の整備にあたっては，暫定

水深で供用を開始し，適切な段階で最終断面に整備する

手法が採られる場合がある．このような段階整備を前提

とした場合，我が国における外力条件に照らして最も経

済的・効率的に段階整備が可能となるような断面構造及

び施工方法を取りまとめていくことも重要な課題になる

ものと考えられる．

(2) 延長

超大型船対応岸壁については，延長は400m以上必要と

なるが，連続バースとして船席を固定せずに一体的に運

用することが一般的であるが，港湾によって差異がある．

第３章において事例を取りまとめた全てのターミナル

では，大型コンテナ岸壁は，連続バースとして船席を固

定せずに一体的に運用されている．このため，岸壁のス

ペックとしては，バースの総延長のみが表記されていた

り，バース数に幅を持たせて表記されている事例が見受

けられる．また，釜山新港のように便宜的にバース数を

明記していても，１バースあたりの延長が設計対象船舶

の全長よりも短く，一体運用を前提としている事例も見

受けられる．

港湾の技術基準・同解説では，岸壁延長は，「当該

岸壁を対象船舶が単独で利用することを前提として，対

象船舶の全長に船首索及び船尾索に必要な長さを加えた

値として設定する．」と規定されている．これは単独バ

ースを基本とした考え方であり，この考え方に従えば，

設計対象船舶に対応する単独バースとしての必要延長に

船席数を乗じることにより，当該ターミナルにおける岸

壁総延長が求まることになる．これは，第３章において

記述した事例において見られた連続バースとしての設計

方法とは異なるものである．

わが国においても超大型コンテナ船を対象とした岸

壁については連続バースとして運用される可能性がある

ことを踏まえ，連続バースの利用効率を最大化するよう
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な岸壁延長設計手法を開発し，これを設計照査に活用で

きるよう技術基準に取り入れていくことが重要であるも

のと考えられる．

なお，連続バースとして岸壁延長を設計する場合に

あっても，基本単位として超大型船１隻が必要とする単

独バースとしての岸壁延長に関するデータが必要である

が，技術基準においては水深と同様に延長についても標

準バースが100,000DWTのコンテナ船までしか示されて

いない．このため，この算定の考え方を具体的に示すこ

とが必要であると考えられる．

(3) 本体構造

岸壁の構造として，わが国と同様に重力式あるいは

桟橋式が採用されている．主構造材料としては，わが国

の大型の桟橋構造で一般的な鋼材ではなく，鉄筋コンク

リートが用いられることが多いようである．

本研究において収集した設計・施工事例のうち，特

徴的なものは次のとおりである．

・大型の鉄筋コンクリートセル構造（外径：28.8ｍ，部

材厚75cm）の採用（ゼーブルージュ港）（図 3-18, 図

3-19参照）

・ドライ施工による大型L型擁壁の採用（高さ：約29m，

幅：約24m，最大部材厚：約5m）；

砂地盤にウエルポイントをかけ，－21mの深さまで掘削

の後，場所打ちで擁壁を築造している．（アントワープ

港）（図 3-13, 図 3-14, 図 3-15参照）

・連続地中壁を矢板壁とした上，上部を棚式構造として，

上載荷重等による土圧が矢板壁に作用しないような構造

としている（ロッテルダム港）.（図 3-5参照）

・大型ケーソンの接続部からの裏込め材の流出防止対策

工の採用；

ケーソン端部に突起部を設け，これらの面が突き合わさ

れてできる空間に止水効果のあるコンクリートなどの材

料を充填している（釜山港（幅：12m，高さ：20.6m，

長さ：34.4m））.

・沈下促進工法の採用；

サンドコンパクションパイル（改良率75％）によって改

良された地盤上に築造されたケーソンの沈下を促進させ

るため，コンクリートブロックによって，250KN/m2の

荷重を1ヶ月間載荷している．（釜山港）

・杭の打設における水ジェット工法の採用；

桟橋のコンクリートPC杭の中央部に水ジェット用のパ

イプを埋め込み，水ジェットを作用させながら杭を打設

している．（ロサンゼルス港）

これらの事例からも明らかなように，大型コンテナ船

を対象とした岸壁は極めて規模が大きく，建設コストも

非常に大きくなるため，事業の経済的効率性及び財務的

健全性を担保するため，設計・施工において種々の創意

工夫が行われている．ここで示した設計・施工法には我

が国の港湾とは外力条件，施工環境等が大きく異なる条

件下で採用されたものも多く含まれているため，わが国

においてそのままの形では適用が困難なものも多いが，

これら設計・施工の基本的な考え方については，わが国

においても参考とすることができる．

例えば，近隣地域での地下水位低下を緩和すること

ができ，また，地震外力が大きい条件下での安全な施工

が可能であれば，アントワープ港において採用された完

全ドライ工法は興味深い工法である．その他，大型岸壁

の裏込め材の流出防止工や重力式構造物設置後の沈下促

進工法等についても，海外における事例も参考にしつつ，

適切な方策を検討していくことが重要である．

4.2 岸壁付帯施設

(1) 防舷材

①構造形式

各ターミナルで使用されている防舷材は様々である

が，アントワープ港，ゼーブリュージュ港，ロサンゼル

ス港3港のターミナルでΠ形を採用している．次いで，

セル型が釜山港，ロングビーチ港で見られた．

多くのターミナルでは，防衝板を取り付けた構造で

ある．

②吸収エネルギー，反力

表 4-1に各ターミナルで得られた（あるいは推計可

能な）防舷材の吸収エネルギー及び反力等を示す．最下

欄は，ドイツの防舷材メーカーが最大級のコンテナ船に

対応した防舷材の試設計において提案した数値である．

試設計に用いた接岸速度，接岸角が不明であり，比較す

るのは難しいが，参考までに示している．この表によれ

ば，

ア．吸収エネルギーは，120～160tf･mが一般的である．

イ．Fender Team社が試算している様に北ヨーロッパ

諸港では，200 tf･mを超える吸収エネルギーを想

定している．

ウ．ロングビーチ港の48tfmは極めて小さい値であり，

採用している「水平／垂直変動制限装置」の効

果で小さい値に抑え得るのか，複数の防舷材で

エネルギーを吸収する設計方法であるのか不明

であるが，コスト縮減の観点から詳細な分析が

必要となる．

エ．反力についても，北ヨーロッパ諸港では400tf以
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上を想定しているのに対し，他の港湾では，200

tf以下となっている．

オ．反力についても，コスト縮減の観点から詳細な分

析が必要となる．

巨大コンテナ船を対象としているターミナルである

が，防舷材の吸収エネルギー，反力の設計手法は必ずし

も統一されておらず，5倍以上の開きがあることもあっ

た．接岸速度，接岸角，複数の防舷材を考慮するか否か，

製品安全率の定め方等設計の前提が異なっているためと

思慮され，コスト縮減の観点から更なる検討が必要であ

る．

表 4-1 防舷材の吸収エネルギー、反力等

港 名 接 岸 速 度 吸 収 エ ネ ル ギ ー 反 力 備 考

釜 山 12cm/sec 163tfm n.a

ア ン ト ワ ー プ 20～ 25cm/sec 268tfm 480tf ゴ ム 質 X100

ゼ ー ブ リ ュ ー ジ ュ 35cm/sec 192tfm 460tf ゴ ム 質 CP0

ロ サ ン ジ ェ ル ス 12cm/sec 122tfm 165tf

ロ ン グ ビ ー チ 13cm/sec 48tfm 113tf

(参 考 )Fender Team社 試 算 n.a 282tfm 408tf

(2) 係船柱

表 4-2に各ターミナルの係船柱の形状，設計耐力等

を示す．形状は曲柱（プサン港，アントワープ港，ゼー

ブリュージュ港），が多い．また，直柱であるが，頭部

が膨らんでいる形状のものもある（ロサンジェルス港，

ロングビーチ港，ロッテルダム港）．配置間隔は20～30

m程度としている場合が多い．設計耐力は150～200tf程

度としている場合が多い．材料は鋳鉄製で空洞にコンク

リートを詰める構造が一般的である．

8,000TEU積以上のコンテナ船対象の係船柱の牽引力

については，200tf程度であると考えることができる．

岸壁附帯施設については，防舷材の設計は統一されて

いないが，係船柱については我が国技術基準より小さい

設置間隔となっている．港湾の施設の技術上の基準・同

解説では、「50,000GT～100,000GTの曲柱の参考値：

最大間隔45m」，「50,000GT～100,000GTの曲柱に作用

する牽引力の標準値： 1,000kN」となっている．100,0

00総トン以上については記載されていない．大型コンテ

ナ船の船首尾係留索の本数や，連続バースとしての運用

方法を踏まえ，間隔を適切に設計することが必要である．

表 4-2 係船柱の形状、設計耐力等

港 名 形 状 （ 材 質 ） 間 隔 設 計 耐 力

釜 山 曲 柱 （ 鋳 鉄 ） 34.5m 150tf

ロ ッ テ ル ダ ム 直 柱 n.a (200tf)

ア ン ト ワ ー プ 曲 柱 （ 鋳 鉄 ） n.a 200tf

ゼ ー ブ リ ュ ー ジ ュ 曲 柱 （ 鋳 鉄 ） 31m 200tf

ロ サ ン ジ ェ ル ス 直 柱 （ 鋳 鉄 ） 9～ 20m 200tf

ロ ン グ ビ ー チ 直 柱 （ 鋳 鉄 ） 5.5～ 11m 100tf

(参 考 )南 本 牧 MC-1,2 曲 柱 （ 鋳 鉄 ） 23m 100tf

4.3 ガントリークレーン

第3章で資料収集の対象とした大型コンテナターミナ

ルについて，ガントリークレーンの仕様を比較した結果

が表 4-3である．

これらのターミナルにおけるガントリークレーンの特

徴は，以下のとおりである．

・全てが22列以上の対応となっており(釜山新港及びロ

ッテルダム港は23列) ，世界で現存する最大幅のコンテ

ナ船は22列積み・8隻就航であるので，現存する最大船

型（幅）のコンテナ船の荷役が可能である．

・20フィートコンテナ2個を同時に積み卸しできるもの

も導入されている．

・定額荷重は50～100ｔ程度である．

・クレーンの輪荷重は作業時については100～110ｔ，暴

風時は60～170ｔ程度である．

・レール間隔は27～31m程度であるが，43ｍ（プサン
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港）の様に広いものもある．

・クレーンの自重は1,400程度である．

なお，比較のために参考として横浜港南本牧埠頭に

導入されているメガガントリークレーンを表 4-3に示し

ているが，これは，海外の大型コンテナ船ターミナルに

おけるガントリークレーンとほぼ同等の仕様である．

大型コンテナ船に対応可能なガントリークレーンは，

レールスパンが30m～35mと広いため，既存岸壁を改良

してこれを設置する場合には，レールの基礎の設計にお

いて，十分留意が必要である．また，既存施設の改良に

より大型コンテナ船対応の施設を整備する場合には，限

られた空間において極めて効率的なオペレーションを行

うことが要求されるため，荷役機器及びターミナルシス

テムのスペックの設定にあたっては十分な注意が必要で

ある．

表 4-3 ガントリークレーン比較

港名 基数 コ ン テ ナ 貨 ツ イ ン 定 格 荷 重 最 大 レ ー ル ス 最 大 リ バ ッ ク

物取扱量 リフト 列 パン ーチ リーチ

(万TEU) 33 40 50 65 80 100 (m) (m) (m)

釜山新港 12 100 可能 ○ ○ ○ ○ 23 35.0 63.0 19.0

ロッテルダム 12 n.a 可能 ○ 23 n.a n.a n.a

アントワープ 6 79 可能 ○ 22 n.a n.a n.a

ゼーブリュージュ 7 80 － ○ 22 31.0 62.5 n.a

ロサンゼルス 14 n.a n.a ○ ○ 22 n.a 63.0 n.a

ロングビーチ 14 190 可能 ○ ○ 22 30.5 61.5 23.0

(参考)南本牧MC-1,2 6 100 可能 ○ 22 30.0 63.0 16.0

表 4-4 マーシャリングヤードのターミナル比較表

港名 水深(m) 奥 行 き ターミナル マーシャリン 蔵置(TEU)

(m) 面積(ha) グヤード(ha)

釜山新港 -18.0 600 68 34.6 9,260

ロッテルダム -16.0 600 84 n.a n.a

アントワープ -17.0 400 126 n.a 6,000

ゼーブリュージュ -16.0 470 48 20 n.a

ロサンゼルス -16.8 500 196 180 52,000

ロングビーチ -16.8 400 155 108 62,000

(参考)南本牧MC-1,2 -16.0 400 40 34 21,300

4.4 エプロン・マーシャリングヤード

第３章において資料の収集整理を行った大型コンテ

ナターミナルのマーシャリングヤードの概要は以下に示

すとおりである．なお，ターミナルの奥行きについては，

ターミナル平面図からスケールにより計測した概算値で

ある．

ターミナルの奥行きは，400m～600m程度となってい

る．釜山新港については，将来の需要増大等に備えて10

0m程度の余裕を持ってヤードをレイアウトしたとのこ

ともある．また，大規模なマーシャリングヤードにおい

て効率的な荷捌きを行うため，ターミナル機器・ターミ

ナルシステムについては各ターミナルとも創意工夫を行

っている（表 4-4参照）．

大型コンテナターミナルのマーシャリングヤードの規

模を設計する際には，ターミナル機器・システムの性能

を考慮し，その最適化を検討することが必要であると考

えられる．

また，舗装については，ヨーロッパ諸港ではコンクリ

国総研資料 No.628
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ート舗装（表層厚20～30cm）が多く，アメリカ，韓国

の諸港ではアスファルトコンクリート舗装（表層厚20

cm程度）が多い．大型コンテナターミナルであっても，

舗装厚を決定する際の外力条件は，通常のコンテナター

ミナルと変わらないことから，大型化に関する特段の配

慮は要しないと考えられる。

５. 港湾施設に対する各国で採用されている技術

基準の比較

海外において，港湾施設を整備する際に採用されてい

る設計標準，技術基準等の基準類について比較検討を行

う．

検討対象地域は，アメリカ，ヨーロッパ(スペイン）,

アジア（中国）とし，以下の基準類を対象とする．

・アメリカ 陸軍工兵隊（United States Army Corps of Engi

neers，以下「COE」とする．）の各種基準・マニュアル類4)

・スペイン Recommendations for Maritime Structures (以

下「ROM」とする．)5)

•中国 Technical Codes for Port Engineering6)

アメリカCOEは，複数の基準・マニュアル類からなり、「安

全率法 + 信頼性設計 （限界状態設計法）」が採用されて

いる．

スペイン (ROM)は，港湾構造物の設計基準類としてまと

められていて、SERIという考え方に基づく信頼性設計法と安

全率法が採用されている．

中国のTechnical Codes for Port Engineeringは，部分係

数法である．

検討対象施設は，外郭施設（防波堤），係留施設（岸

壁）とし，各施設の要求性能，性能規定，照査手法等を

比較検討する．各施設の比較検討結果を整理して表 5-1

(1)～表 5-5(2)に示す．

5.1 各国基準の比較結果の概要

(1) 設計体系

日本の港湾基準は, 系統立てて性能規定化され要求性

能および性能規定が明示されているが，COEおよび中国

の基準に関しては明示されていない．また，ROMに関

しては要求性能は明示されていないが，安全率は、対象

施設が被災した場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合

い（SERI)、破壊確率pf、信頼性指標 βULS により設

定されており、信頼性設計法の一種と考えられる．

(2) 設計手法

①外郭施設（防波堤）

COEに関しては，混成堤の安定照査に関する記述がな

い. その他の国の基準に関しては日本と同様に部分係数

法が採用されている．その中でも，目標破壊確率が明示

されているのは日本の港湾基準とROMのみである．

日本の港湾基準と海外の基準とでは基礎の支持力の考

え方が異なり，偏心傾斜荷重による支持力の検討は日本

のみである．

②係留施設（岸壁）

日本の港湾基準および中国の基準では，部分係数法・

限界状態設計法による照査方法が採用されている．一方，

ROMでは照査方法として安全率法・限界状態設計法を

採用しているが，使用される安全率は，対象施設が被災

した場合に社会や環境に及ぼす影響の度合い(SERI)およ

び破壊確率に基づいて設定されている．COEに関しては，

安全率法と許容応力度法(矢板の応力照査)・ 限界状態

設計(配筋計算)を用いて照査することとなっている．

地震動は各国とも設計震度を用いて慣性力を算定する．

６. まとめ

本分析では，世界の大型コンテナターミナルの設計条

件の分析を実施した．

これにより，以下の解析結果を得ることができた．

① コンテナ船の大型化は大きく進展しており，既に約

260隻以上の超大型コンテナ船（8,000TEU積み以上）が

就航している．また、パナマ運河の拡張工事により、超

大型船の約70%が通行可能になる．

② 超大型船の航路と寄港数は，8,000TEU以上で全世

界49港239航路，10,000TEU以上で17港16.4航路である．

コンテナ取扱上位19位以上の港湾については，全港に

8,000TEU積み以上の大型コンテナ船が就航している．

また、上位100港のうち，2008年に四大オペレーター

によるコンテナ取扱があった港湾は58港であり、取り扱

い貨物量は世界の総コンテナ貨物量の45.6%に上る．四

大ターミナルオペレータは，主に大型船が寄港する港湾

に進出が見られる．

③ 超大型コンテナ船の就航に合わせて，世界各地で超

大型のコンテナターミナルの整備が進んでいる．設計変

更により大水深化を図るケース（釜山港など）や将来の

増深（ロッテルダム港，ゼーブルージュ港）に対応した

構造などが多い．

④ ターミナルの整備の際には独自の基準，設計法によ

超大型のコンテナターミナル整備動向に関する基礎的分析／小泉哲也・渡部富博・鈴木恒平
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り創意工夫し，経済性を担保している．

⑤ アメリカのCOEでは，安全率法と限界状態設計法が採

用されている．スペインのROMは，SERIという考え方に基づ

く信頼性設計法と安全率法が採用されている．中国のTechn

ical Codes for Port Engineeringは，部分係数法である．

⑤ COEおよび中国の基準に関しては要求性能および性

能規定が明示されていない．また，ROMに関しては要

求性能は明示されていないが，目標とする破壊確率と信

頼性指標が明示されている．

これらの結果は，今後のコンテナターミナルの整備の

コストの削減などの検討などの際の基礎資料となると考

えている．

また，今回は分析対象としなかった港湾等におけるコ

ンテナターミナルの分析などについて今後検討したい．
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各
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設
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較
（
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計
条
件
）

 

 

 

国名 日本 スペイン 中国
港湾の施設の技術上の基準・同解説 Corps of Engineers Recommendations on Maritime Technical Codes for Port Engineering

平成19年4月 （COE） （ROM）
設計体系 部分係数法 安全率法+信頼性設計 安全率法と部分係数法 部分係数法

潮位

① 平均水面（M.S.L.）
ある期間の海面の平均の高さに位置する面をその期間の
平均水面という。実用上は1 ヶ年の潮位
を平均して平均水面とする。
② 最低水面（C.D.L.）
平均水面から主要4 分潮（M2, S2, K1, O1）の振幅の和だけ
低い水準面である。海図の水深の基準に使われている。
③ 朔望平均満潮面（位）（H.W.L.）
朔望の日から前2 日後4 日以内に現れる各月の最高満潮
面を平均した水面である。
④ 朔望平均干潮面（位）（L.W.L.）
朔望の日から前2 日後4 日以内に現れる各月の最低干潮
面を平均した水面である。

各港で潮位が与えられている。

参照先 (上),P120 EM1110-2-1100_Part_II-Chap_5 ROM-03-91_P34

残留水位
重力式：L.W.L.+(H.W.L.-L.W.L.)/3
矢板式：L.W.L.+(H.W.L.-L.W.L.)×2/3

-
重力式：L.W.L.+0.15×(H.W.L.-L.W.L.)
矢板式：L.W.L.+0.30×(H.W.L.-L.W.L.)

重力式：潮位差の1/3～1/5
矢板式：潮位差の1/3～1/2

参照先 (上),P959、(上),P990 - 3.4.7_P1308、P1548

地震時
上載荷重

永続時の1/2
-

荷重は荷物の種類、常時・一時的・偶発等に応じて設定
された荷重及び係数を組み合わせて設定する。

参照先 (上),P416 -

地震動の
使い分け

レベル１地震動
レベル２地震動

Maximum credible earthquake (MCE).
Maximum design earthquake (MDE).
Operating basis earthquake (OBE).

地震動の使い分けは無い 地震動の使い分けは無い

参照先 (上),P330 ER1110-2-1806_P4

設計震度

時刻歴波形を用いた地震応答解析を行い、周波数特性や
継続時間の影響を考慮して設定する。
震度は構造形式ごとに設定し、鉛直震度は考慮しない。

緯度・経度、再現期間、地盤種別、震源から対象地
点までの距離等を入力するとPGAや加速度応答ス
ペクトルを表示してくれるプログラムが公開されてい
る。

Spanish Map of Seismic Hazard (NCSE-02)から
読み取る
鉛直震度を考慮する（水平震度の1/2)

鉛直震度を考慮する（水平震度の2/3)

参照先 (上),P59 EM1110-2-6053_P4-17、B-5、C-16 Ⅲ,P387 P2071-2072、P2084
見掛けの震度 横井・新井の式 - - -

参照先 (上),P377 - - -

地震時土圧 物部・岡部の式 物部・岡部の式 物部・岡部の式（鉛直震度考慮） 物部・岡部の式

参照先 (上),P375 EM1110-2-2502_P3-61 Ⅲ,P279、P389

動水圧

参照先 (上),P380 EM1110-2-2105_B-2 Ⅲ,P388、P391

基準名

hs=AN±(0.6R+K)   (A.0.2-1) 

AN=A+ΔA   (A.0.2-2) 

Where   hs― DHW (m) with positive sign or DLW 

(m) with minus sign;  

R― the mean tidal range derived from 

obsevation data for a minimum of one 

month, the tidal range in winter should 

not be used for ports in north region;  

K― the constant, which may be 0.4m 

generally; 

AN― the annual mean sea level; 

A― the monthly mean sea level derived 

from short term observation data; 

ΔA― the monthly correction value of the sea 

level at the location or in thevicinity of 

the port; 

ps =
7

8
ηC𝐾𝐻𝛾𝑊𝑑

1
2𝑍

1
2 

Where   pz― characteristic value of seismic 

hydrodynamic pressure at depth Z 

below water surface (kPa); 

η― coefficient of reduction, to be obtained 

from Table 5.4.1;  

C― coefficient of synthetic effect, to be 

taken as 0.25; 

γw― weight density of water (kN/m
3
);  

d― water depth (m); 

Z― distance from the calculated point to 

water surface (m). 
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国名 日本 アメリカ スペイン 中国
港湾の施設の技術上の基準・同解説 Corps of Engineers Recommendations on Maritime Technical Codes for Port Engineering

平成19年4月 （COE） （ROM）

壁面摩擦角

主働側：15°、受働側：-15°
通常、±15～20°の値を用いることができ
る。裏込材のせん断抵抗角の1/2 程度を
目安とすることができる。

重力式：主働側：(1/3～2/3）φ
矢板式：主働側：(1/3～1/2）φ
　　　　　受働側：（-2/3）φ

参照先 (上),P373、(上),P959、(上),P987 EM1110-2-2504_P3-2、P3-4 P305 Vol2_P1390、P1550、P1315

液状化判定

粒度・N値法による判定と繰り返し三軸試
験結果による判定がある。

Seedの簡易手法

CRR：Cyclic Resistance Ratio
CSR：Cyclic Shear Stress Ratio

参照先 (上),P383-389 EM1110-2-2502_P5-11

基準名
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、
防
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堤
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国名 日本 アメリカ スペイン 中国
港湾の施設の技術上の基準・同解説 Corps of Engineers Recommendations on Maritime Technical Codes for Port Engineering

平成19年4月 （COE） （ROM）

要求性能

第十四条　防波堤の要求性能は、港湾内の水域の静穏を維持することにより、船舶
の安全な航行、停泊又は係留、貨物の円滑な荷役及び港湾内の建築物、工作物そ
の他の施設の保全を図るものとして、構造形式に応じて、継の各号に定めるものとす
る。
一　港湾内に侵入するつなみを低減することのできるよう、国土交通省大臣が定める
要件を満たしていること。
二　自重、変動波浪、レベル1地震動等の作用による損傷等が、当該防波堤の機能
を損なわず継続して使用することに影響を及ぼさないこと。
2.前項に規定するもののほか、次の各号に掲げる防波堤の要求性能にあっては、そ
れぞれ当該各号に定めるものとする。
一　高潮又は津波から当該防波堤の背後地を防護する必要がある防波堤の要求性
能　高潮又は津波による港湾内の水位の上昇及び流速を適切に抑制できるよう、国
土交通大臣が定める要件を満たしていること。
二　不特定かつ多数の者の利用に供する防波堤の要求性能　当該防波堤の利用者
の安全を確保できるよう、国土交通大臣が定める要件を満たしていること。
三　当該防波堤の被災に伴い、人命、財産又は社会経済活動に重大な影響を及ぼ
す恐れのある防波堤の要求性能　構造形式に応じて、津波、偶発波浪、レベル二地
震動等の作用による損傷等が、当該防波堤の機能が損なわれない場合でも、当該
防波堤の構造の安定に重大な影響を及ぼさないこと。ただし、津波から当該防波堤
の背後地を防護する必要がある防波堤の要求性能に当たっては、津波、レベル二地
震等の作用による損傷等が、軽微な修復による当該防波堤の機能の回復について
影響を及ぼさないこと。

-

・要求性能として明記されているわけではないが、性能性
照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思われる。

・要求性能として明記されているわけではないが、性
能性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思
われる。

参照先 (上),P3、(下),P814 - Ⅳ.P471

性能規定

第三十四条　防波堤に共通する性能規定は、次の各号に定めるものとする。
一　第三十一条第三号に規定する静穏度を満たすよう適切に配置され、かつ、許容
される伝達波高以下となる所要の諸元を有すること。
二　消波構造を有する防波堤にあっては、所要の防波機能を発揮できる諸減を有す
ること。
2　前項に規定するもののほか、次の各号に掲げる防波堤の性能規定にあっては、そ
れぞれ当該各号に定めるものとする。
一　高潮から背後地を防護する必要のある防波堤の性能規定　高潮による港湾内の
水位の上昇及び流速を低減させるよう適切に配置され、かつ、所要の諸元を有するこ
と。
二　津波から背後地を防護する必要がある防波堤の性能規定　津波による港湾内の
水位上昇及び流速を低減させるよう適切に配置され、かつ、所要の諸元を有するこ
と。
三　不特定かつ多数の者の利用に供する防波堤の性能規定　当該施設がおかれる
自然状況、利用状況等に応じて、利用者の安全が確保できるよう、所要の諸元を有
すること。
四　当該施設の被災に伴い人命、財産又は社会経済活動に重大な影響を及ぼす恐
れのある防波堤の性能規定　主たる作用が津波、偶発波浪又はレベル二地震動で
ある偶発状態に対して、要求性能に応じて作用による損傷の程度が限界値以下であ
ること。
第三十五条　重力式防波堤の性能規定は、次の各号に定めるものとする。
一　主たる作用が侍従である永続状態に対して、地盤のすべり破壊に生じる危険性

が限界値(標準的な値：P f =4.5×10
-4)以下であること。

二　主たる作用が変動波浪及びレベル一地震動である変動状態に対して、堤体の滑
動、転倒及び基礎地盤の支持力不足による破壊の生じる危険性が限界値(標準的な

値：P f =8.7×10
-3)以下であること。

-

・性能規定は明記されていないが、日本の港湾基準と同
様に、波浪、地震動等の作用に対して、各破壊モード（滑
動、転倒、基礎の支持力、円弧すべり）に対する破壊確率
が限界値以下となるように照査が実施される。

・目標破壊確率（限界値）pfは、対象施設が被災した場合
に、社会、環境に及ぼす影響の度合い（SERI)ごとに設定
される。

・性能規定は明記されていないが、日本の港湾基準と
同様に、波浪、地震動等の作用に対して、各破壊モー
ド（滑動、転倒、基礎の支持力、円弧すべり）に対する
破壊確率が限界値以下となるように照査が実施され
る。

・目標破壊確率（限界値）は明示されていない。

参照先 (上),P16-17、(下),P814、(下),P822 -
標準的な

性能照査手法
部分係数法 - 安全率法（部分係数法） 部分係数法

特徴

・性能規定型の基準であり、部分係数法（レベル１信頼性設計
法）が標準的な外的安定性照査方法となっている。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レベル２（信頼
性指標）、レベル３（破壊確率）の概要が記述されている。

・傾斜堤の被覆材に関しては、安定性照査法
の記述があるが、混成堤本体の安定性照査法
（滑動、転倒、基礎の支持力、円弧すべり）は明
示していない。

・安全率は、対象施設が被災した場合に、社会、環境に及
ぼす影響の度合い（SERI)により、破壊確率pf及び信頼性
指標β が設定されている。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レベル２
（信頼性指標）、レベル３（破壊確率）の概要が記述されて
いる。

・部分係数が照査項目別に設定されているが、目標
破壊確率についての記述はない。

参照先 (上),P60-77 -

基準名

Minimum values for the safety factors against horizontal sliding.

Works with Low SERI(5-19)

SERI：社会、環境に及ぼす影響の度合い

　<5：影響なし、5-19:影響小、20-29:影響大、30≧：影響極大

p f：破壊確率、β：信頼性指標



国
総
研
資
料
 

N
o
.6

2
8

 

- 4
9
 - 

表
-5.2(2) 

各
国
の
設
計
基
準
の
比
較
（
外
郭
施
設
、
混
成
堤
）

 

 

 

国名 日本 アメリカ スペイン 中国
港湾の施設の技術上の基準・同解説 Corps of Engineers Recommendations on Maritime Technical Codes for Port Engineering

平成19年4月 （COE） （ROM）

参照先 (上),P190、(上),P189、(下),P829 EM1110-2-1614_P2-19

堤
体
の
転
倒

・照査方法は部分係数法を標準とする。照査式を
以下に示す。

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関する記述はあ
るが、上部工の安定性照査方法に関する記述はない。

・照査方法は安全率法を用い、安全率Fは、対象施設
が被災した場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合
い（SERI)、および破壊確率pfにより設定されている。

・照査方法は部分係数法を用いる。照査式を以下
に示す。

MP,Mu：水平波力、揚圧力のﾓｰﾒﾝﾄ、MG：堤体重
量（浮力考慮）のﾓｰﾒﾝﾄ、Eb:裏込め石による抵抗
力のﾓｰﾒﾝﾄ、γ :部分係数

参照先 (下),P831 -

基準名

・作用波力は下式により算定する（砕波領域の場
合を例示）。

γ :海水の単位体積重量、H：設計波高、K1,K2：係
数

・照査方法は部分係数法を用いる。照査式を以下
に示す。

P,Pu：水平波力、揚圧力、G：堤体重量（浮力考慮）
Eb:裏込め石による抵抗力、f：摩擦係数、γ :部分係
数

堤
体
の
滑
動

・作用波力は合田式により算定する。

・照査方法は部分係数法を用いる。照査式を以下
に示す。

・作用波力は合田式により算定する。

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関する記述はあ
るが、直立式混成堤の安定性照査方法に関する記述は
ない。

・作用波力の算定方法は不明。

・照査方法は安全率法を用い、安全率Fは、対象施設
が被災した場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合
い（SERI)、および破壊確率pfにより設定されているお
り、部分係数の一種と考えられる。

SERI：社会、環境に及ぼす影響の度合い
　<5：影響なし、5-19:影響小、20-29:影響大、30≧：
影響極大
pf：破壊確率、β ：信頼性指標

部分係数の一例（波力）

部分係数の一例（波力）

Mresist:抵抗ﾓｰﾒﾝﾄ

Moverturn：転倒ﾓｰﾒﾝ

F ≤
H(failure )

H
 

H(failure)= horizontal load producing failure 

H= acting horizontal load 

F= safety factor shown in Table 3.5.5 

Minimum values for the Safety Factors Against Horizontal Sliding. 

Works with Low SERI (5 - 19) 

水平滑動に対する安全率の最小値，低SERI作用(5-19)

Minimum Safety Factors against Plastic Overturning. Works with 

Low SERI (5 - 19) 

転倒に対する最小安全率，低SERI作用(5-19)
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基
礎
の
支
持
力

・照査方法は部分係数法を標準とし、簡易
ビショップ法により照査を行う。照査式を以
下に示す。

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関
する記述はあるが、直立式混成堤の安定
性照査方法に関する記述はない。

・照査方法は部分係数法を用い、端趾圧が

限界値（σ r=600～800kN/m2)以内となって
いるか確認する。

σ max：端趾圧
σ r：端子圧の限界値
γ :部分係数

参照先 (下),P831 -

円
弧
す
べ
り

・照査方法は部分係数法を標準とし、修正
フェレニウス法により照査を行う。照査式を
以下に示す。

c'：粘性土地盤の場合においては、非排水
せん断強さ、砂質土地盤の場合において
は、
排水条件における見掛けの粘着力

（kN/m2）
s ：分割細片の幅（m）
w'：分割細片の重量（kN/m）
q ：堤体の有効重量を堤体幅で除した分割
細片に作用する分布荷重（kN/m）
φ '：有効応力に基づく見かけのせん断抵
抗角（°）
θ  ：分割細片底面が水平面となす角（°）

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関
する記述はあるが、直立式混成堤の安定
性照査方法に関する記述はない。

・照査方法は安全率法を用い、安全率F
は、対象施設が被災した場合に、社会、環
境に及ぼす影響の度合い（SERI)、および
破壊確率pfにより設定されている。

・照査方法は部分係数法を用いる。照査式
を以下に示す。

参照先 (下),P833 -

基準名

Minimum recommended values for the safety 

factors against bearing failure in shallow 

Load Combination Safety Factors ,F
Quasi-Permanent,F1 1.4
Fundamental,F2 1.3
Accidental or Seismic,F3 1.1

Minimum values for the safety 
factors recommended against loss of

・照査方法は安全率法を用いる。

Pvh：鉛直作用耐力
Pv：鉛直作用（端趾圧）

Load Combination Safety Factors ,F
Quasi-Permanent,F1 2.5
Fundamental,F2 2.0
Accidental or Seismic,F3 1.8
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上
部
工
の
滑
動

・作用波力の算定は以下に示す谷本・小島式を
用いる。
・照査方法は部分係数法を標準とする。照査式
は混成堤と同様である。

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関する記述は
あるが、上部工の安定性照査方法に関する記述はな
い。

・作用波力の算定方法は不明。
・照査方法は安全率法を用い、安全率Fは、対象施設が被
災した場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合い（SERI)、
および破壊確率pfにより設定されている。
・照査式は混成堤と同様である。

・作用波力は下式により算定する。
・照査方法は部分係数法を標準とする。照査式は混成堤
と同様である。

参照先 (上),P188、港研資料No.450_P16 EM1110-2-1614_C-4

上
部
工
の
転
倒

・照査方法は部分係数法を標準とする。照査式
は混成堤と同様である。

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関する記述は
あるが、上部工の安定性照査方法に関する記述はな
い。

・照査方法は安全率法を用い、安全率Fは、対象施設が被
災した場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合い（SERI)、
および破壊確率pfにより設定されている。
・照査式は混成堤と同様である。

・照査方法は部分係数法を用いる。照査式は混成堤と同
様である。

参照先 (下),P831 -
基
礎
の
支
持
力

・照査方法は部分係数法を標準とする。照査式
は混成堤と同様である。

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関する記述は
あるが、上部工の安定性照査方法に関する記述はな
い。

・照査方法は安全率法を用い、安全率Fは、対象施設が被
災した場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合い（SERI)、
および破壊確率pfにより設定されている。
・照査式は混成堤と同様である。

・照査方法は部分係数法を用いる。照査式は混成堤と同
様である。

参照先 (下),P831 -
円
弧
す
べ
り

・照査方法は部分係数法を標準とする。照査式
は混成堤と同様である。

・傾斜堤の被覆材の安定性照査方法に関する記述は
あるが、上部工の安定性照査方法に関する記述はな
い。

・照査方法は安全率法を用い、安全率Fは、対象施設が被
災した場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合い（SERI)、
および破壊確率pfにより設定されている。
・照査式は混成堤と同様である。

・照査方法は部分係数法を用いる。照査式は混成堤と同
様である。

参照先 (下),P833 -

被
覆
材
の
所
要
質
量
の
算
定

・部分係数法を標準とする。
・被覆材の所要質量は、以下に示す安定性Nsに
よるハドソン式により求めることができる。

M ：捨石又はコンクリートブロックの所要質量（t）

ρ r ：捨石又はコンクリートブロックの密度（t/m3）

H ：安定計算に用いる波高（m）
NS ：安定数。主として被覆材の形状、勾配、被害率等
によって決まる
Sr ：捨石又はコンクリートブロックの水に対する比重

・被覆材の所要質量は、以下に示す安定性Nsによるハ
ドソン式により求めることができる。

・被覆材の所要質量は、以下に示すハドソン式により求め
ることができる。

・被覆材の所要質量は、以下に示すハドソン式により求
めることができる。

参照先 (上),P552 EM1110-2-1614_P2-8

基準名

傾斜堤上部工に作用する波

Ss:被覆材の水（海水）に対する比重

H*:設計波高(m)

W:被覆材の所要質量(t)
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要求性能

第二十六条 岸壁の要求性能は、構造形式に応じ
て、次の各号に定めるものとする。
一 船舶の安全かつ円滑な係留、人の安全かつ円滑
な乗降及び貨物の安全かつ円滑な荷役が行えるよ
う、国土交通大臣が定める要件を満たしていること。
二 自重、土圧、レベル一地震動、船舶の接岸及び
牽引、載荷重等の作用による損傷等が、当該岸壁
の機能を損なわず継続して使用することに影響を及
ぼさないこと。
２ 前項に規定するもののほか、耐震強化施設であ
る岸壁の要求性能にあっては、レベル二地震動等
の作用による損傷等が、軽微な修復によるレベル二
地震動の作用後に当該岸壁に必要とされる機能の
回復に影響を及ぼさないこととする。ただし、当該岸
壁が置かれる自然状況、社会状況等により、更に耐
震性を向上させる必要がある岸壁の要求性能に
あっては、レベル二地震動の作用後に当該岸壁に
必要とされる機能を損なわず継続して使用すること
に影響を及ぼさないこととする。

・要求性能として明記されているわけではないが、性
能性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思
われる。

・要求性能として明記されているわけではないが、
性能性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能
と思われる。

・要求性能として明記されているわけではないが、
性能性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性
能と思われる。

・建設期間・供用期間の間に観測すべき事項とし
て、「沈下」・「水平変位」・「構造物の傾斜」を挙げ
ている。

参照先 (上),P5、(下),P937 - Ⅳ.P399 Vol2_1.0.5_P1293

性能規定

第四十八条 岸壁に共通する性能規定は、次の各号
に定めるものとする。
一 対象船舶の諸元に応じた所要の水深及び長さを
有すること。
二 潮位の影響、対象船舶の諸元及び岸壁の利用
状況に応じた所要の天端高を有すること。
三 利用状況に応じた所要の附帯設備を有するこ
と。
２ 前項に規定するもののほか、耐震強化施設の岸
壁の性能規定にあっては、主たる作用がレベル二
地震動である偶発状態に対して、要求性能に応じ
て、作用による損傷の程度が限界値以下であること
とする。
第四十九条 重力式係船岸の性能規定は、次の各
号に定めるものとする。
一 主たる作用が自重である永続状態に対して、地
盤のすべり破壊の生じる危険性が限界値以下であ
ること。
二 主たる作用が土圧である永続状態及び主たる作
用がレベル一地震動である変動状態に対して、壁体
の滑動、転倒及び基礎地盤の支持力不足による破
壊の生じる危険性が限界値以下であること。

・壁体の滑動、転倒及び基礎地盤の支持力不足によ
る破壊が生じないこと。

・性能規定は明記されていないが、日本の港湾基
準と同様に、波浪、地震動等の作用に対して、各破
壊モード（滑動、転倒、基礎の支持力、円弧すべり）
に対する破壊確率が限界値以下となるように照査
が実施される。

・目標破壊確率（限界値）pfは、対象施設が被災し
た場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合い
（SERI)ごとに設定される。

下記に示す項目を計算、確認すること。
【終局限界状態における永続作用に対して】
・滑動
・転倒
・基礎と地盤の支持能力
・構造物全体の安全性
・スラブ等の支持能力
・壁体下部における合力の作用位置

【使用限界状態における準永続作用に対して】
・構造物のひび割れ幅
・地盤の沈下

【終局限界状態における一時的な作用に対して】
・水圧、土圧、波に対する安全性
・構造物要素の支持能力

参照先 (上),P18、(下),P939、(下),P948 EM1110-2-2502_P4-3 Ⅳ.P404 Vol2_3.4.4_P1307
標準的な

性能照査手法
部分係数法 安全率法 安全率法（部分係数法） 部分係数法

特徴

・性能規定型の基準であり、部分係数法（レベル１
信頼性設計法）が標準的な外的安定性照査方法と
なっている。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レ
ベル２（信頼性指標）、レベル３（破壊確率）の概要
が記述されている。

－

・安全率は、対象施設が被災した場合に、社会、環
境に及ぼす影響の度合い（SERI)により、破壊確率
pf及び信頼性指標β が設定されている。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レ
ベル２（信頼性指標）、レベル３（破壊確率）の概要
が記述されている。

・部分係数が照査項目別に設定されているが、目
標破壊確率についての記述はない。

参照先 (上),P60-77 -

基準名

Minimum values for the safety factors against horizontal sliding.

Works with Low SERI(5-19)

SERI：社会、環境に及ぼす影響の度合い

　<5：影響なし、5-19:影響小、20-29:影響大、30≧：影響極大

p f：破壊確率、β：信頼性指標
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重力式係船岸

　安定性の照査

滑動

転倒

滑動

転倒

滑動

転倒

滑動

転倒

参照先 (下),P961、(下),P964 EM1110-2-2502_P4-18、P4-4 Ⅲ,P212、P214、P410 3.6.1、3.6.2_P1318、P1320

　基礎の支持力
（偏心傾斜荷

重）

簡易ビショップ法

参照先 (下),P963 EM1110-2-2502_P4-28、P5-2 Ⅲ,P209、P210、P193

基準名

γ0γ𝜎σmax ≤ σ𝑦  

Where   γ0― coefficient of structure importance; 

γσ― partial factor of the maximum stress on 

the top of foundation bed, maybe taken 

as 1.0; 

σmax- standard value of themaximum stress 

on the top of foundation bed (kPa). 

σγ― design value of bearing capacity of 

foundation bed, maybe taken as 

600kPa, which can be enhanced to 

some proper extent if the quay is of 

dolphin type or the bearing capacity of 

soil foundation is high, but should not 

be greater than 800kPa; 

F ≤
H(failure )

H
 

H(failure)= horizontal load producing failure 

H= acting horizontal load 

F= safety factor shown in Table 3.5.5 
Minimum values for the Safety Factors Against Horizontal Sliding. 

Works with Low SERI (5 - 19) 

水平滑動に対する安全率の最小値，低SERI作用(5-19)

Minimum Safety Factors against Plastic Overturning. Works with 

Low SERI (5 - 19) 

転倒に対する最小安全率，低SERI作用(5-19)

M(resist) =moment of the horizontal force causing failure  

=Hfail・h. It is the maximum resistant moment. 

M(overturn)=overturning moment of the horizontal force = H・h. 

F ≤
H(resist )

H(overturn )
 

Pvh=vertical bearing pressure, obtained 

by applying the corresponding 

calculation method. 

Pv= acting vertical pressure for the 

corresponding load hypothesis, 

calculated as indicated in 

Subsection 3.5.3.2. 

F =
P𝑣ℎ
P𝑣
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国名 日本 アメリカ スペイン 中国
港湾の施設の技術上の基準・同解説 Corps of Engineers Recommendations on Maritime Technical Codes for Port Engineering

平成19年4月 （COE） （ROM）

要求性能

第二十九条 桟橋の要求性能は、構造形式に応じて、
次の各号に定めるものとする。
一 船舶の安全かつ円滑な係留、人の安全かつ円滑な
乗降及び貨物の安全かつ円滑な荷役が行えるよう、国
土交通大臣が定める要件を満たしていること。
二 自重、土圧、変動波浪、レベル一地震動、船舶の接
岸及び牽引、載荷重等の作用による損傷等が、当該桟
橋の機能を損なわず継続して使用することに影響を及
ぼさないこと。
２ 前項に規定するもののほか、耐震強化施設である桟
橋の要求性能にあっては、レベル二地震動等の作用に
よる損傷等が、軽微な修復によるレベル二地震動の作
用後に当該桟橋に必要とされる機能の回復に影響を及
ぼさないこととする。ただし、当該桟橋が置かれる自然
状況、社会状況等により、更に耐震性を必要とする桟
橋の要求性能にあっては、レベル二地震動の作用後に
当該桟橋に必要とされる機能を損なわず継続して使用
することに影響を及ぼさないこととする。

・要求性能として明記されているわけではない
が、性能性照査内容から、日本とほぼ同様な要
求性能と思われる。

・要求性能として明記されているわけではないが、性
能性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思
われる。

・要求性能として明記されているわけではないが、性能性
照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思われる。

参照先 (上),P5-6、(下),P1103 - Ⅳ,P411 Vol2_P1405

性能規定

第五十五条 第四十八条の規定は、桟橋の性能規定について準用する。
２ 前項に規定するもののほか、桟橋の性能規定は、次の各号に定めるも
のとする。
一 桟橋の渡版が次の基準を満たすこと。
イ 利用状況に応じて、荷役、乗降等を安全かつ円滑に行えるための所要
の諸元を有すること。
ロ 桟橋の上部工に水平方向の荷重を伝達させないものであり、かつ、地
震動等の作用により生じる桟橋部及び土留部の変形に対して落版しない
こと。
二 主たる作用がレベル一地震動、船舶の接岸及び牽引並びに載荷重で
ある変動状態に対して、次の基準を満たすこと。
イ 上部工の部材の健全性を損なう危険性が限界値以下であること。
ロ 杭に作用する軸方向力が地盤の破壊に基づく抵抗力を超える危険性
が限界値以下であること。
ハ 杭に生じる応力度が降伏応力度を超える危険性が限界値以下である
こと。
三 主たる作用が変動波浪である変動状態に対して、次の基準を満たす
こと。
イ 渡版に作用する揚圧力により渡版の安定性を損なう危険性が限界値
以下であること。
ロ 上部工の部材の健全性を損なう危険性が限界値以下であること。
ハ 杭に作用する軸方向力が地盤の破壊に基づく抵抗力を超える危険性
が限界値以下であること。
四 補剛部材を有する構造の場合にあっては、主たる作用が変動波浪、レ
ベル一地震動、船舶の接岸及び牽引並びに載荷重である変動状態に対
して、補剛部材及び格点部の健全性を損なう危険性が限界値以下である
こと。
３ 第四十九条から第五十二条までの規定は、構造形式に応じて、桟橋
の土留部の性能規定について準用する。

・性能規定は明記されていない。 ・性能規定は明記されていないが、日本の港湾基準
と同様に、波浪、地震動等の作用に対して、各破壊
モード（滑動、転倒、基礎の支持力、円弧すべり）に
対する破壊確率が限界値以下となるように照査が実
施される。

・目標破壊確率（限界値）pfは、対象施設が被災した
場合に、社会、環境に及ぼす影響の度合い（SERI)ご
とに設定される。

下記に示す項目を計算、確認すること。
【終局限界状態】
・構造物全体の安定、斜面の安定、土留め構造物の滑
動・転倒に対する安定
・構造部材の曲げ、せん断、押し抜き、圧縮、引張、ねじ
れ
・杭の座屈
・杭の支持力

【使用限界状態】
・コンクリート部材のひび割れ
・機械運転時の梁のひずみ
・杭の水平変位量
・車両運転時の構造物の振動

参照先 (上),P20、(下),P1103 - 3.2.3、3.2.4_P1415
標準的な

性能照査手法
部分係数法 安全率法 安全率法（部分係数法） 部分係数法

特徴

・性能規定型の基準であり、部分係数法（レベル１信頼
性設計法）が標準的な外的安定性照査方法となってい
る。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レベ
ル２（信頼性指標）、レベル３（破壊確率）の概要が記述
されている。

－

・安全率は、対象施設が被災した場合に、社会、環
境に及ぼす影響の度合い（SERI)により、破壊確率pf
及び信頼性指標β が設定されている。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レ
ベル２（信頼性指標）、レベル３（破壊確率）の概要が
記述されている。

・部分係数が照査項目別に設定されているが、目標破壊
確率についての記述はない。

参照先 (上),P60-77 -

基準名

Minimum values for the safety factors against horizontal sliding.

Works with Low SERI(5-19)

SERI：社会、環境に及ぼす影響の度合い

　<5：影響なし、5-19:影響小、20-29:影響大、30≧：影響極大

p f：破壊確率、β：信頼性指標
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桟橋式

　安定性の照査

　杭の支持力

先端抵抗力qp＝α N
　N：平均N値

参照先
(下),P584-590 EM1110-2-2906_P4-10 Ⅲ,P241、Ⅳ,P422 Vol2,P791

仮想地表面 － －

参照先 (下),P1111 - Vol2_P1443

地盤反力係数 － -

参照先 P1112 EM1110-2-2906_P4-33、P4-34

基準名

周面抵抗力

ppk NAR 300

 sifkifk ArR
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要求性能

第二十六条 岸壁の要求性能は、構造形式に応じて、次
の各号に定めるものとする。
一 船舶の安全かつ円滑な係留、人の安全かつ円滑な乗
降及び貨物の安全かつ円滑な荷役が行えるよう、国土交
通大臣が定める要件を満たしていること。
二 自重、土圧、レベル一地震動、船舶の接岸及び牽引、
載荷重等の作用による損傷等が、当該岸壁の機能を損
なわず継続して使用することに影響を及ぼさないこと。
２ 前項に規定するもののほか、耐震強化施設である岸壁
の要求性能にあっては、レベル二地震動等の作用による
損傷等が、軽微な修復によるレベル二地震動の作用後に
当該岸壁に必要とされる機能の回復に影響を及ぼさない
こととする。ただし、当該岸壁が置かれる自然状況、社会
状況等により、更に耐震性を向上させる必要がある岸壁
の要求性能にあっては、レベル二地震動の作用後に当該
岸壁に必要とされる機能を損なわず継続して使用するこ
とに影響を及ぼさないこととする。

・要求性能として明記されているわけではないが、性能
性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思われ
る。

・要求性能として明記されているわけではないが、性能
性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思われ
る。

・要求性能として明記されているわけではないが、性
能性照査内容から、日本とほぼ同様な要求性能と思
われる。

参照先 (上),P5、(下),P937 -

性能規定

第五十条 矢板式係船岸の性能規定は、次の各号に定めるものとする。

一 主たる作用が土圧である永続状態及び主たる作用がレベル一地震動である変

動状態に対して、矢板が構造の安定に必要な根入れ長を有し、かつ、矢板に生じ

る応力度が降伏応力度を超える危険性が限界値以下であること。

二 主たる作用が土圧である永続状態並びに主たる作用がレベル一地震動及び船

舶の牽引である変動状態に対して、次の基準を満たすこと。

イ 控え工を有する構造の場合にあっては、控え工が、構造形式に応じて、適切な

位置に設置され、かつ、構造の安定性を損なう危険性が限界値以下であること。

ロ タイ材及び腹起しを有する構造の場合にあっては、タイ材及び腹起しに生じる

応力度が降伏応力度を超える危険性が限界値以下であること。

ハ 上部工を有する構造の場合にあっては、上部工の部材の健全性を損なう危険

性が限界値以下であること。

三 上部工を有する構造の場合にあっては、主たる作用が船舶の接岸である変動

状態に対して、上部工の部材の健全性を損なう危険性が限界値以下であること。

四 主たる作用が自重である永続状態に対して、矢板下端以下を通る地盤のすべ

り破壊の生じる危険性が限界値以下であること。

２ 前項に規定するもののほか、自立矢板式の性能規定にあっては、主たる作用

が土圧である永続状態並びに主たる作用がレベル一地震動並びに船舶の接岸及

び牽引である変動状態に対して、矢板天端に生じる変形量が変形量の許容値を

超える危険性が限界値以下であることとする。

３ 第一項に規定するもののほか、二重矢板式の性能規定にあっては、次の各号

に定めるものとする。

一 主たる作用が土圧である永続状態及び主たる作用がレベル一地震動である変

動状態に対して、壁体の滑動の生じる危険性が限界値以下であること。

二 主たる作用が土圧である永続状態及び主たる作用がレベル一地震動である変

動状態に対して、前面及び背面矢板の天端に生じる変形量が変形量の許容値を

超える危険性が限界値以下であること。

三 主たる作用が土圧である永続状態に対して、壁体のせん断変形により安定性

を損なう危険性が限界値以下であること。

・性能規定は明記されていない。 ・性能規定は明記されていないが、日本の港湾基準と
同様に、波浪、地震動等の作用に対して、各破壊モー
ド（滑動、転倒、基礎の支持力、円弧すべり）に対する
破壊確率が限界値以下となるように照査が実施され
る。

・目標破壊確率（限界値）pfは、対象施設が被災した場
合に、社会、環境に及ぼす影響の度合い（SERI)ごとに
設定される。

下記に示す項目を計算、確認すること。
【終局限界状態】
・kick-out破壊、アンカーの安定、滑動、支持力、部材
の安定

【使用限界状態】
・コンクリート部材のひび割れ

参照先 (上),P18、(下),P939、(下),P948 -
標準的な

性能照査手法
部分係数法 安全率法 安全率法（部分係数法） 部分係数法

特徴

・性能規定型の基準であり、部分係数法（レベル１信頼性
設計法）が標準的な外的安定性照査方法となっている。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レベル２
（信頼性指標）、レベル３（破壊確率）の概要が記述されて
いる。

－

・安全率は、対象施設が被災した場合に、社会、環境
に及ぼす影響の度合い（SERI)により、破壊確率pf及び
信頼性指標β が設定されている。
・信頼性設計法についてレベル１（部分係数法）、レベ
ル２（信頼性指標）、レベル３（破壊確率）の概要が記
述されている。

・部分係数が照査項目別に設定されているが、目標破
壊確率についての記述はない。

参照先 (上),P60-77 -

基準名

Minimum values for the safety factors against horizontal sliding.

Works with Low SERI(5-19)

SERI：社会、環境に及ぼす影響の度合い

　<5：影響なし、5-19:影響小、20-29:影響大、30≧：影響極大

p f：破壊確率、β：信頼性指標
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国名 日本 アメリカ スペイン 中国

港湾の施設の技術上の基準・同解説 Corps of Engineers Recommendations on Maritime Technical Codes for Port Engineering

平成19年4月 （COE） （ROM）

矢板式岸壁

　根入れ長の照査

ロウの方法 ロウの方法 フリーアースサポート法
フィックストアースサポート法

フリーアースサポート法
フィックストアースサポート法

参照先
(下),P1003 EM1110-2-2504_P5-6_P6-4、P6-6 Vol2_P1553

　矢板の応力照査 ロウの方法 ロウの方法

参照先 (下),P1004 EM1110-2-2504_P6-4、P6-6

　控え工の位置 －

参照先 (下),P1015 EM1110-2-2504_P5-9 P1558

基準名




